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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

(1）連結経営指標等   

売上高（千円） 9,379,238 10,769,191 7,388,538 7,644,891 6,362,850

経常損益（千円） 1,274,365 1,485,954 △1,115,109 183,489 20,865

当期純損益（千円） 890,530 740,799 △873,140 56,871 417,803

純資産額（千円） 4,342,890 6,606,143 5,581,820 5,519,321 5,919,950

総資産額（千円） 10,192,796 10,914,056 12,837,352 11,153,525 9,742,405

１株当たり純資産額（円） 500,332.99 71,962.35 60,804.14 60,123.32 64,487.48

１株当たり当期純損益金額（円） 107,617.03 8,399.38 △9,511.33 619.51 4,551.24

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 42.6 60.5 43.5 49.5 60.7

自己資本利益率（％） 28.3 13.5 △14.3 1.0 7.3

株価収益率（倍） 71.1 25.0 △15.14 138.98 31.20

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

486,708 △8,516 174,881 208,863 891,478

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

42,731 △298,995 △2,905,512 △46,580 25,152

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

285,111 △65,357 3,505,480 △789,264 △813,633

現金及び現金同等物の期末残高 
（千円） 

2,306,151 1,901,811 2,533,097 1,881,700 2,025,055

従業員数（人） 183 215 231 238 218

(2）提出会社の経営指標等   

売上高（千円） 7,913,861 9,298,455 6,655,381 6,853,293 5,648,227

経常損益（千円） 1,224,738 1,349,099 △1,301,847 25,948 83,775

当期純損益（千円） 628,287 672,409 △923,903 8,557 453,845

資本金（千円） 1,024,000 1,854,375 1,854,375 1,854,375 1,854,375

発行済株式総数（株） 8,680 91,800 91,800 91,800 91,800

純資産額（千円） 4,496,307 6,737,353 5,718,745 5,640,645 6,003,307

総資産額（千円） 10,061,153 10,753,013 12,709,430 11,123,774 9,773,874

１株当たり純資産額（円） 518,007.75 73,391.65 62,295.70 61,444.94 65,395.51



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第20期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権に係るプレミアムが生じていないため記載

しておりません。 

第21期につきましては、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

第22期及び第23期につきましては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．平成13年４月10日付をもって、１株を４株に分割しております。 

なお、第19期の連結ベースの１株当たり当期純利益及び提出会社の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われ

たものとして計算しております。 

４．平成14年４月15日をもって、１株を10株に分割しております。 

なお、第20期の連結ベースの１株当たり当期純利益及び提出会社の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われ

たものとして計算しております。 

５．第19期の株価収益率（倍）につきましては、期末が株式分割の権利落後の株価でありますので、分割後の株式数に基づ

いております。 

  

  

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額)（円) 

12,000 
(5,000)

1,000
(500)

1,000
(500)

1,000 
(500)

500
(500)

１株当たり当期純損益金額（円） 75,925.98 7,623.95 △10,064.31 93.22 4,943.86

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 44.7 62.6 45.0 50.7 61.4

自己資本利益率（％） 18.2 12.0 △14.8 0.2 7.8

株価収益率（倍） 100.8 27.5 △14.3 923.62 28.72

配当性向（％） 15.8 13.1 － 1,072.7 10.1

従業員数（人） 125 162 183 194 174



２【沿革】 

昭和58年４月 神戸市東灘区においてカノープス電子株式会社を設立し、信号処理製品の開発と製造販売

を開始。 

昭和58年８月 自社開発第一号の８ｂｉｔ開発環境 「PLUS-80」、グラフィックドライバ「EGR-98」発

売。 

昭和59年10月 アナログ／デジタル信号変換処理用基板（A/D変換ボード）「ANALOG‐Pro」発売。 

昭和62年５月 高速パイプラインアレイプロセッサ「FLASH-16」発売。 

平成３年３月 ビデオ入力ボード「Super CVI」、ＪＰＥＧ画像圧縮ライブラリ「JANUSシリーズ」を発売

し、ビデオ機器製品事業を開始。 

平成４年１月 カノープス株式会社(現社名)に商号変更。 

平成４年５月 神戸市西区（現本社所在地）に本社移転。 

平成５年８月 グラフィックアクセラレータボード「Power Window801・801PLUS・928」を発売し、グラフ

ィック機器製品事業を開始。 

平成７年３月 東京都千代田区に東京支店を開設。 

平成７年３月 米国カリフォルニア州サンノゼに子会社Canopus Corporationを設立。 

平成８年５月 グラフィック機器製品、３Ｄアクセラレータボード「Power Window 3DV」発売。 

ビデオ機器製品、ビデオキャプチャーボード「Power Capture PCI」発売。 

平成９年６月 販売支援システム「OSPA」を発売し、システム製品事業を開始（その他の製品事業）。 

平成10年６月 ビデオ機器製品、ノンリニアビデオ編集システム「DVRex-M1」発売。 

平成11年３月 システム製品、衛星受信システム「Star-Link」発売。 

平成12年３月 アドバンス株式会社を吸収合併。 

平成12年10月 欧州の販売拠点としてドイツに連結子会社 Canopus GmbHを設立。 

平成12年11月 ビデオ機器製品、「DVStorm-RT」、「DVRex-RT Professional」発売。 

平成12年12月 Canopus Corporationの北京駐在員事務所を設置。 

平成13年２月 システム製品、ネットワーク型・ビデオ映像配信システム「MEDIAEDGE」発売。 

平成13年５月 ＴＶチューナーボード「MTV1000」を発売し、放送受信機器製品事業を開始。 

平成13年６月 東京支店を東京都中央区日本橋に移転し、東京本部に改称 

平成13年７月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成13年９月 英国「MJPP LTD.」に資本参加し、「Canopus UK Ltd.」を設立。 

平成13年11月 ビデオ機器製品、アナログ/ＤＶコンバータユニット「ADVC100」を発売。 

平成14年２月 放送受信機器製品、ＴＶチューナーボード「MTV2000」発売。 

平成14年４月 神戸三宮に「神戸三宮事業所」を開設し、同事業所にショールーム「神戸・三宮ビデオサ

ロン」を併設。 

平成14年８月 中国、アジアの販売拠点として中国上海に連結子会社「Canopus China and South Asia 

Co., Ltd.」を設立。 

Canopus Corporationの北京駐在員事務所を「Canopus China and South Asia Co., Ltd.」

に統合。 

平成14年10月 東京日本橋に「東京・日本橋ビデオサロン」を開設。 

平成14年11月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成14年12月 株式追加取得により、Canopus GmbHを完全子会社化。 

平成15年４月 本社隣接地に新研究開発棟（新館）竣工。 

平成15年５月 ビデオ機器製品、ビデオ編集ソフト「EDIUS」発売。 

平成16年２月 ビデオ機器製品、HD対応編集システム「HDWS‐1000」発売。 

平成16年８月 中国、アジアの販売拡大の為、中国上海に連結子会社「Canopus Asia Co., Ltd.」を設

立。 

平成16年10月 ビデオ機器製品、HDV対応編集システム「VELXUS 500」発売。 

平成17年６月 株式追加取得により、Canopus UK Ltd.を完全子会社化。 

平成18年１月 Thomson S.A.を中心とする親会社グループが当社株式を94.3％取得し、トムソングループ

の一員となる。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、連結子会社５社により構成され、その主な事業内容は、デジタルビデオカメラ等で撮影したデジタル

映像信号をＰＣに取り込み、加工編集するための「ビデオ機器製品」、ＭＰＥＧ２エンコード機能搭載ＴＶチューナーボード

「ＭＴＶＸシリーズ」などの「放送受信機器製品」ネットワーク上で映像配信を行うシステムなどの「映像配信機器製品」の開

発・製造及び販売であります。 

 当社はいわゆるファブレス・メーカーであり、自社の製造設備は持たず、国内及び海外の生産委託会社で製造を行っておりま

す。 

 国内の販売においては、全国家電量販店やパソコン専門店等を通じてエンドユーザーに販売すると共に、専門商社を通じての

販売も行っております。また、インターネットにより、直接エンドユーザーへの通信販売も行っております。 

  

 各事業の主な製品は次のとおりであります。 

 事業内容と当社及び連結子会社の位置付けは、次のとおりであります。 

(1）ビデオ機器製品事業 

 当社及びCanopus Corporation が製品の共同開発を行っております。当社は基板の製造及び国内販売を行い、Canopus 

Corporationが米国、Canopus GmbH及びCanopus UK Ltd.がヨーロッパ、Canopus China and South Asia Co., Ltd.及び

Canopus Asia Co.,Ltd.がアジア各国などに販売を行っております。 

(2）放送受信機器製品事業 

 当社が製品の開発、製造及び販売を行っております。 

(3）映像配信機器製品事業 

 当社が製品の開発、製造及び販売を行っております。 

(4）その他の製品事業 

 当社が製品の開発、製造及び販売を行っております。 

  

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 

  

 なお、次ページ以下に用語解説を添付しておりますので、ご参照下さい。 

(1）ビデオ機器製品事業 … ビデオキャプチャーボード  デジタルビデオ編集ボード 

ノンリニアビデオ編集システム 

(2）放送受信機器製品事業 … ＴＶチューナーボード 

(3）映像配信機器製品事業 … ビデオ映像配信システム 

(4）その他の製品事業 … 衛星受信システム他 



用語解説 

  

（８bit開発環境） 

 コンピュータ仕様が８bitから16bitへ移行する時代において、16bit CPUのＮＥＣ製PC‐9801で８bitソフトを高速に実行させるた

めのカノープス独自のシステム。 

  

（パイプラインアレイプロセッサ） 

 ひとつのプロセッサ（processor；演算処理装置）において，少しずつ段階をずらしながら複数の命令を同時実行する方式。 

  

（ＪＰEＧ（Joint Photographic Experts Group；ジェイペグ）） 

 国際標準化機構（ISO）と電気通信標準化セクター（ITU-TS）の共同組織が定めた静止画像の非可逆圧縮方式（圧縮したデータを完

全にもとの状態に戻せないが、肉眼で画像劣化を感知しにくい）による圧縮方式のこと。 

  

（ＪＰEＧ画像圧縮ライブラリ） 

 ＪＰEＧ方式の圧縮・伸張機能などを、ユーザーが作成するアプリケーションプログラムから簡単に実行させるためのプログラム開

発補助ソフト。 

  

（グラフィックアクセラレータボード） 

 二次元や三次元のグラフィックス（静止画、動画等の画像）をディスプレイに高速表示するためのボード（コンピュータで使用す

るプリント基板類の総称）。 

  

（３Ｄアクセラレータボード） 

 特に３Ｄ（three dimensions；三次元）を多用した画像を、ディスプレイに高速表示できるボード。 

  

（ビデオキャプチャーボード又はビデオ入力ボード） 

 ビデオ映像をデジタルデータに変換して、パソコンに取り込む機能を持った拡張ボード。最近ではデータを取り込む際に、画像圧

縮を伴うものが多い。 

  

（販売支援システム「ＯＳＰＡ」） 

 ビデオ映像をパソコンのハードディスクに記録しておき、店内等でお客さまが求める情報や商品等の説明を、ボタンを押すだけで

高画質の映像により即座に提供できる機器。ビデオテープやレーザーディスクと比べ、データ入れ替えの手間・コストがかからず、

またデータをパソコンで編集したり、衛星を利用して全国各地に一斉に配信することも可能なカノープス独自のシステム。 

  

（ノンリニアビデオ編集システム） 

 リニア（linear；線上の）は、順番に処理・操作を行っていく意味で、普通のビデオテープには順次映像が記録されており、見た

い部分を探す「頭出し」には、早送り・巻戻しの作業時間がかかり、テープの編集・収録には素材の実時間以上を要する。 

 これに対しノンリニア（non-linear；非線上）はハードディスク内のデジタル化された映像データを任意に呼び出すことができ、

効率的な編集作業が可能となり、必要なデータだけを加工することができて、やり直しが何回でも簡単に出来る編集システム。 

  

（ＭＰＥＧ２（Moving Picture Experts Group 2；エムペグツー）） 

 国際標準化機構（ISO）と電気通信標準化セクター（ITU-TS）が定めたデジタル動画や音声を圧縮する国際標準方式のこと。 



（ＭＰＥＧ４（Moving Picture Experts Group phase 4；エムペグフォー）） 

 携帯電話や電話回線などの通信速度の低い回線を通じた、低画質、高圧縮率の映像の配信を目的としたデジタル動画や音声を圧縮

する国際標準方式のこと。 

  

（衛星受信システム） 

 通信衛星を利用してデジタルデータのみならず、ＭＰＥＧ２を使用した高画質映像を全国一斉に配信できる通信サービス。配信さ

れた映像をパソコン画面に動画表示でき、同時に外部のテレビに表示することもできる。さらに、パソコンのハードディスクに記録

することにより何度でも再生することが可能なシステム。 

  

（ビデオ映像配信システム） 

 ネットワーク型のビデオ配信・表示システム。MPEG２映像を蓄積・送出するパソコンサーバーと映像視聴用の小型セットトップ

ボックス（Set Top Box，STB；家庭用のテレビに接続して双方向通信を実現するための端末）で構成される。ビデオオンデマンド

（Video on-demand，VOD；各視聴者がそれぞれの要求に応じて見たい時に見たい番組を最初から見ることができるシステム）を低価

格で実現できるカノープス独自のシステム。 

  

（デジタルビデオ編集ボード） 

 デジタルビデオカメラから映像を取り込み加工・編集までを行うボード。ビデオキャプチャーボードの一種。 

  

（ＤＶＤビデオ製作システム） 

 デジタルビデオカメラ等で撮影した素材をＤＶＤに作成できるシステム。 

  

（ＨＤ（High Definition)） 

 従来のビデオシステム（SD）に比べて、映像の一画面を構成する画素の数を増やして、きめ細かく美しく表現できるようにした映

像の方式。従来型のDVDやCS放送では一画面の画素数が約35万であるのに比べ、HDでは約92万～207万。また、HDVは、HDをデジタルで

圧縮してテープに記録するビデオカメラで使われる圧縮・記録方式。 

 HD映像をPCで処理するには、画素数が格段に大きいため、従来のSD映像に比べてはるかに大きな処理性能が必要であり、その編集

機器にも高度なハードウェア技術とソフトウェア技術の融合が必要とされる。 

  
（ワンセグ放送） 

 地上デジタル放送では、１つのチャンネルが13セグメントに分かれた構造になっており、モバイル機器（主に携帯電話）向けは画

面が小さく低画質・低音質でよいため、そのうちの、1セグメントが割り当てられており、1セグメント（ワンセグ）放送と呼ばれて

います。 

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１．連結子会社の主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社であります。 

３．議決権の所有割合の()内は、間接所有割合で内数であります。 

４．ユーロネクスト・パリ証券取引所及びニューヨーク証券取引所に上場しております。 

５．平成18年３月８日にトムソン・ジャパン・アクイジション有限会社からトムソン・ジャパン・アクイジション株式会社

に組織変更しております。 

６．Canopus Corporation については、売上高（連結会社相互間の内部売上を除く）の連結売上高に占める割合は10％を超

えております。なお、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (1）連結財務諸表」の注記事項の所在地別セグメン

ト情報における北米の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む）に占めるCanopus Corporation の売上高

（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む）の割合が90％を超えているため、主要な損益情報等の記載は省略して

おります。 

  

名称 住所 資本金
主要な
事業内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

（親会社）   

トムソン・ジャパ
ン・アクイジション
有限会社（注）５ 

東京都千代田区 
円 
10,000千 

有価証券の保
有 

94.3 － 

トムソンジャパン株
式会社 

東京都千代田区 
円 
1,885,335千 

電子機器・メ
ディア及びエ
ンターテイン
メント事業 

94.3
(94.3) 

トムソン・ジャパン・ア
クイジション有限会社に
全額出資している親会社
であります。 

Thomson S.A. 
（注）４ 

仏国 
パリ市 

ユーロ 
1,024,905千 

メディア・娯
楽関連サービ
ス業 

94.3
(94.3) 

トムソンジャパン株式会
社に全額出資している親
会社であります。 

（連結子会社）   

Canopus 
Corporation 
（注）１、２、６ 

米国 
カリフォルニア州 
サンノゼ 

米ドル 
5,179千 

ビデオ機器
製品事業 

97.1
当社のビデオ機器製品を
販売しております。 
役員の兼任 １名 

Canopus GmbH 
（注）１ 

ドイツラインラン
ド・プハッツ州 
ルパッハーゴール
ドハウゼン市 

ユーロ 
25千 

ビデオ機器
製品事業 

100.0

当社のビデオ機器製品を
販売しております。 
役員の兼任 １名 
資金援助あり。 

Canopus China and  
South Asia Co.,  
Ltd.（注）１ 

中国 
上海市 

米ドル 
200千 

ビデオ機器
製品事業 

76.0
当社のビデオ機器製品を
販売しております。 
役員の兼任 ２名 

Canopus Asia Co., 
Ltd.（注）１ 

中国 
上海市 

ドル 
200千 

ビデオ機器
製品事業 

85.0
当社のビデオ機器製品を
販売しております。 
役員の兼任 ２名 

Canopus UK Ltd. 
（注）１、２ 

英国 
レディング市 

ポンド 
90千

ビデオ機器
製品事業 

100.0
当社のビデオ機器製品を
販売しております。 
役員兼任 １名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む

ほか、常用パートを含んでおりません。）であります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定セグメントに区分できない営業及び管理部門に所属しているも

のであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含んでおり

ません。）であります。 

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社及び連結子会社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成18年２月28日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ビデオ機器製品事業 82 

放送受信機器製品事業 3 

映像配信機器製品事業 30 

その他の製品事業 2 

全社（共通） 101 

合計 218 

    平成18年２月28日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

174 33.6 4.9 6,201,866 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油高およびそれに伴う原材料価格の上昇といった景気減速要因はありましたもの

の、各企業の業績の回復、雇用の改善、個人消費の伸張等、緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 ＩＴ関連業界におきましては、インターネット環境においてブロードバンド化が益々進んでいることや、地上デジタル放送

がワンセグ放送対応携帯端末の発売により普及が加速していることなどにより、ビジネス分野は急速に変化・拡大していると

言えます。 

 このような状況下にあって当社グループは、持ち味である技術力を生かした高性能・高付加価値の製品の市場投入に努め、

ＨＤＶ編集関連製品の「ＥＤＩＵＳ ３ ｆｏｒ ＨＤＶ」や「ＲＥＸＣＥＥＤ ＭＯＤＥＬ３１００」など多数の製品を市

場投入し、その高い性能及びコストパフォーマンスにより、各方面より高い評価をいただいております。 

 売上面につきましては、当社が他社に先駆けて市場投入しておりました、放送局等のハイエンドユーザー向けのＨＤビデオ

編集システム製品が売上に大幅に寄与し始めましたが、放送受信機器製品分野が、従来からの激しい価格競争に加えパソコン

のＴＶチューナー標準装備化などの要因により厳しい状況下にあることなどから、前期比大幅減収となりました。利益面につ

きましては、従来に引き続き製造原価の見直しや各種経費の圧縮を行ったことに加え、高付加価値製品の販売に努めた結果、

利益体質を強化することができましたが、減収の影響大きく、営業損失を計上するにいたりました。しかしながら、円安によ

る為替差益が発生したことにより経常黒字を確保いたしました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は6,362百万円（前年同期比16.8％減）、営業損失は15百万円（前年同期は261百万円の利

益）、経常利益は20百万円（前年同期比88.6％減）と減収減益となりました。 

当期純利益につきましては、当社代表取締役会長である山田 広司より更なる事業の拡大に活用すべく1,115百万円の資金提供

を受け、特別利益に計上したことから、税金等調整後の当期純利益は417百万円（前年同期比634.6％増）となり、前年同期比

大幅な増加となりました。 

なお、当社はトムソン・ジャパン・アクイジション有限会社により平成17年12月に実施された株式公開買付（ＴＯＢ）、及び

平成18年1月に、当社代表取締役会長であり主要株主でもあった山田広司、ならびに他の主要株主であった山田智子氏及び他３

名から同社に対して行われた株式譲渡により、同社の子会社となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

ビデオ機器製品 

 デジタルビデオカメラ等で撮影された映像をパソコン上で加工・編集するハードウェア・ソフトウェア製品群でありま

す。個人ユーザー向けから放送局・プロダクション等のプロ向けまでの幅広い開発体制をとっており、国内外で高いシェ

アを誇っております。 

 国内で他社に先駆けて市場投入いたしましたＨＤ編集関連製品において、高性能ビデオ編集ソフト「ＥＤＩＵＳ ３ 

ｆｏｒ ＨＤＶ」やワークステーション「ＲＥＸＣＥＥＤ ＭＯＤＥＬ３１００」などを発売し、製品ラインナップの拡

充に努めました。放送局等のハイエンドユーザー向けのHDビデオ編集システム製品が、下半期から売上に大幅に寄与し始

めましたが、上半期はＨＤ編集関連市場の拡がりがまだ国内外ともにやや遅れている状況であったことから、当事業分野

の当期の売上高は4,346百万円（前年同期比6.6％減)、営業利益は470百万円（前年同期比18.8％減）となりました。 

  



放送受信機器製品 

 ＴＶ放送をパソコンで受信するためのＴＶチューナーボード市場は、激しい価格競争、パソコンのＴＶチューナー標準

搭載など、厳しい状況が続いております。このような状況の中、当社は、この事業分野の主力製品である「ＭＴＶＸシ

リーズ」において低価格・高付加価値製品の開発に努めました。しかしながら、当事業分野の当期の売上高は931百万円

（前年同期比44.3％減）、営業損失は123百万円（前年同期比104.9％増）となりました。 

  

映像配信機器製品 

 「ＭＥＤＩＡＥＤＧＥ」を中心としたネットワーク上での映像配信・表示システム製品は、ネットワーク環境のブロー

ドバンド化の伸張等に伴い急速に変化する市場のニーズに合わせて製品開発を行っており、文教、流通、金融関係、シネ

マコンプレックス、医療関係など多方面にわたり導入いただいております。 

 その結果、当事業分野は着実に実績を上げ、当連結会計年度の売上高は867百万円（前年同期比7.3％増)、営業利益は58

百万円（前年同期比55.6％減）となりました。 

  

その他の製品 

 売上高は218百万円（前年同期比57.3％減）、営業利益47百万円（前年同期比7.2％増）となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

日本 

 事業の種類別セグメントに記載した理由により、売上高は3,971百万円（前年同期比24.2％減）、営業利益は506百万円

（前年同期比10.7％）減となりました。 

  

北米 

 「ＡＤＶＣシリーズ」が堅調な売上を維持しているものの、ハイビジョン対応ビデオ編集システム「ＶＥＬＸＵＳ」シ

リーズ（海外ブランドＥＤＩＵＳ）が、ハイビジョン編集市場の拡がりの遅れなどにより売上が伸び悩んでいることか

ら、売上高は1,043百万円（前年同期比26.4％減）、営業損失は68百万円（前年同期は87百万円の利益）となりました。 

  

欧州 

 「ＡＤＶＣシリーズ」を中心に推移しております。ハイビジョン編集関連市場も立ち上がり始めたことから、販売力を

強化すべく、当連結会計年度中にCanopus UK Ltd.を当社の完全子会社といたしました。これらの結果、売上高は1,347百

万円（前年同期比36.3％増）、営業利益は10百万円（前年同期比75.6％減）となりました。 

  

その他 

 平成15年１月より販売活動開始後、着実に販売基盤を拡げており、「ＤＶＳｔｏｒｍ ＸＡ」が好評を博しておりま

す。 

  



(2）キャッシュ・フロー 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果得られた資金は891百万円（前年同期比326.8％増）となりました。 

 これは主に、減価償却費285百万円（前年同期比15.7％減）と、売上債権、たな卸資産及び未収入金の減少の計897百万円

が主な増加要因である一方、仕入債務の減少348百万円といった減少要因を反映したものであります。 

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果得られた資金は25百万円（前年同期は46百万円の使用）となりました。 

 これは主に、投資有価証券の売却による収入107百万円がありましたが、有形固定資産及びソフトウェアの取得による支出

の合計60百万円、関係会社株式の追加取得による支出16百万円を反映したものであります。 

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果使用した資金は813百万円（前年同期比3.1％増）となりました。 

 これは主に、短期借入金の減少750百万円、長期借入金の返済による支出1,195百万円がありましたが、受贈による収入

1,115百万円を反映したものであります。 

  

 これらの結果、現金及び現金同等物の期末残高は2,025百万円（前年同期比7.6％増）となりました。 

  

なお、以上の金額に消費税等は含まれておりません。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）仕入実績 

 当連結会計年度の製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入金額によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社は、見込生産を行っており、受注生産は行っておりません。 

  

セグメント別 
当連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

ビデオ機器製品事業（千円） 1,702,778 △18.7 

放送受信機器製品事業（千円） 517,552 △50.1 

映像配信機器製品事業（千円） 350,324 △15.6 

その他の製品事業（千円） 90,392 △52.5 

合計（千円） 2,661,046 △28.8 

セグメント別 
当連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

ビデオ機器製品事業（千円） 27,525 △42.9 

放送受信機器製品事業（千円） 143,209 △24.1 

映像配信機器製品事業（千円） － － 

その他の製品事業（千円） － － 

合計（千円） 170,735 △51.3 



(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

セグメント別 
当連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

ビデオ機器製品事業（千円） 4,346,230 △6.6 

放送受信機器製品事業（千円） 931,274 △44.3 

映像配信機器製品事業（千円） 867,025 7.3 

その他の製品事業（千円） 218,320 △57.3 

合計（千円） 6,362,850 △16.8 

  
相手先 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  ソフトバンクＢＢ(株) 1,403,042 18.4 1,270,344 20.0 



３【対処すべき課題】 

 技術進歩の激しい当業界にあっては、相対的な技術力の低下を防止するために、技術力の向上と製品のライフサイクルにあわ

せた製品開発が最も重要であります。そのため、業界の動向、市場の動向、技術の動向を常に把握し、的確なマーケティング活

動と将来を見据えた技術開発投資が必要であると考えております。なお、研究開発活動の詳細については、「６．研究開発活

動」に記載しております。 

  

具体的課題は、以下のとおりであります。 

(1）デジタル映像技術での優位性の強化 

 コンシューマー市場及び放送業界において、昨今急速にデジタル化は進んできております。当社及び米国子会社は、弛ま

ぬ研究開発及び情報収集によりそれらの技術革新と進歩を常に先取りし、各種ビデオコンテンツの編集から配信までを一貫

したプロセスで処理する製品群を開発、製造し、他社に先駆けて世界市場に提供してまいります。 

  

(2）短期間での開発・生産・販売体制の確立 

 製品のライフサイクルに合わせた迅速かつ効率的な開発・市場投入が行えるよう、各事業分野への権限委譲、開発情報の

共有等が可能となる体制作りに努めております。 

  

(3）製品群の多様化 

 当社の強みとする、デジタル信号処理技術を応用した製品群の多角化を図ってまいります。そのためにはハードウェア、

ソフトウェア及びアプリケーションが三位一体となった開発体制が必須であり、絶えず基礎技術研究部門への経営資源の投

下に重点をおいております。 

  

(4）優秀な人材の確保 

 高い技術力を維持・向上し続けるためには、クリエイティブで優秀な技術者の確保が欠かせません。そのために当社は、

能力の発揮できる職場環境と、やりがいのある人事制度が必須条件と考えております。 

  

(5）グローバル販売戦略の確立 

 常に高品質で価格競争力のある製品をグローバルに投入するために、可能な限り世界共通の製品仕様にしております。こ

れにより①対象マーケットの広域化、②製造の効率化・量産化、③アフターサービスの容易化、④世界各国の顧客へのイン

ターネット対応、等の効果が得られます。また、米国、ヨーロッパ、オーストラリア及びアジア地域の各拠点を通じて、販

売活動及び情報収集に努めております。 

  



４【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価及び財務状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクについては以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1）製品開発リスク 

 当社はパソコン上を主とした、デジタル画像処理関連ハード機器及びソフトを主製品とし、常に他社に先駆けた最先端で高

品質の製品を提供すべく開発活動を行っておりますが、当市場は急激に進歩・市場変化しており、当社の開発した製品が市場

の変化に対応できない可能性があります。 

  

(2）競争激化リスク 

 パソコン関連市場は更なる市場拡大が期待できることから、多くの企業が進出しており、中には当社よりも経営資源を有し

ている企業もあります。それらの企業が当社と同レベルの製品を低価格で提供することにより、当社の売上に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

(3）為替変動リスク 

 為替変動により当社が有する外貨建の売掛債権等の資産の日本円換算額に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4）減損会計導入に関するリスク 

 当社は事業用不動産（本社及び店舗）及び投資不動産（社員寮）を有しております。今後固定資産に対しての減損会計が導

入され減損処理が必要となった場合には、当社グループの経営成績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5）繰延税金資産に関するリスク 

 繰延税金資産は、将来の課税所得を合理的に見積もり回収可能性を判断して計上しております。将来の課税所得の見積り等

に大きな変動が生じた場合には繰延税金資産が減少し、当社グループの経営成績及び財政状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

(6）情報システムに関するリスク 

 インターネットをはじめとするコンピューターネットワークや情報システムは当社グループの業務遂行上、重要な役割を

担っておりますが、ハード、ソフトの不具合やコンピューターウィルスにより情報システムの停止、情報の漏洩等のリスクが

あります。当社としましては、システム管理担当者の配置・社内徹底等によりリスク防止に努めておりますが、万一これらの

事故が発生した場合には当社の事業活動に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7）海外の政治、経済情勢等の変動のリスク 

 当社は売上の約50％が海外向けで、全世界にわたっておりますが、各地域の景気・消費の動向や政治的・経済的情勢ならび

に法的規制の動向が当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動の基本方針及び特徴は、次のとおりであります。 

① 可能な限り自社内においてハードウェア及びソフトウェアの双方を開発し、技術の蓄積を図る。 

② ＯＳ開発企業、半導体開発企業との情報交換を密接に行い、常に最新のプラットフォーム及びデバイスを用いて最先端の製

品を開発する。 

③ 各技術者が自ら発案し、ユーザーの声を聞いて、開発を行うことにより、使い易くしかも十分な機能を備えた製品開発を行

う。 

  

 当社グループの研究開発活動の目的及び概要は、次のとおりであります。 

① Ｗｉｎｄｏｗｓ等のオペレーティングシステムの新バージョン機能の研究と、それに対応するソフトウェア技法の調査と習

得。 

② ビデオ信号処理、音声信号処理、通信、プログラマブルロジック等を目的とした、半導体メーカーにより開発・発売される

半導体デバイスの機能や開発動向の調査と、それらを応用したハードウェア及びソフトウェアの機能の充実。 

③ ノンリニアビデオ編集の技術動向の調査と、それに効率よく対応できるハードウェア・ソフトウェアの機能の実現。 

④ ＤＶＤ、ＭＰＥＧ４、ＨＤ（ハイビジョン）等のデジタルビデオ蓄積技術の開発動向、規格標準化動向の調査と、それをパ

ソコン上で実現するためのハードウェア・ソフトウェアの研究及び開発。 

⑤ ブロードバンド、光ファイバー等の広帯域のインターネットインフラの普及によって、今後一般化してくる映像配信等の動

向の調査と、それに効率よく対応できるハードウェア・ソフトウェアの機能の実現。 

  

 当社グループにおいて研究開発活動を行っているのは、当社及びCanopus Corporation の２社であります。 

 当連結会計年度末現在の連結会社の従業員218名のうち、研究開発スタッフは79名(36.2％)であります。また、同期間中の研究

開発費は791百万円であり、連結売上高に占める研究開発費の比率は12.4％となっております。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態についての分析 

① 流動資産 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ488百万円減少し、4,371百万円となりました。主な要因は売上高の減少に伴い受取

手形及び売掛金が326百万円減少し、未収入金が116百万円減少したことによるものであります。 

② 固定資産 

 固定資産は前連結会計年度末に比べ922百万円減少し、5,370百万円となりました。主な要因は減価償却費により建物及び

構築物153百万円が減少し、繰延税金資産の回収可能性を勘案した結果658百万円が減少したことによるものであります。 

③ 流動負債 

 流動負債は前連結会計年度末に比べ1,216百万円減少し、2,596百万円となりました。主な要因は短期借入金が750百万円減

少、１年以内返済予定長期借入金が476百万円減少したことによるものであります。 

④ 固定負債 

 固定負債は前連結会計年度末に比べ618百万円減少し、1,150百万円となりました。主な要因は、長期借入金が618百万円減

少したことによるものであります。 

⑤ 資本 

 資本合計は前連結会計年度末に比べ400百万円増加し、5,919百万円となりました。 

  

(2）経営成績についての分析 

① 売上高 

 売上高は、前連結会計年度に比べ1,282百万円減少し、6,362百万円となりました。主な要因は映像配信機器製品事業が前

年同期比7.3％増と着実に実績を上げてきているものの、上半期のＨＤ編集関連市場の拡がりが国内外ともにやや遅れていた

ことで、ビデオ機器製品事業が307百万円減少し、また、ＴＶチューナー市場の激しい価格競争が続いており、放送受信機器

製品事業が740百万円減少したことによるものであります。 

② 営業利益、経常利益、当期純利益 

 営業利益は前連結会計年度に比べ276百万円減少し、15百万円の営業損失となりました。主な要因は売上総利益率が前連結

会計年度に比べ6.4％向上したものの、売上高が1,282百万円減少していることによるものであります。 

 営業利益の減少に伴い経常利益は前連結会計年度に比べ162百万円減少し、20百万円となりました。 

 当期純利益は過年度に対する特許使用和解金134百万円が特別損失に計上され、また、繰延税金資産の回収可能性を勘案し

法人税等調整額が527百万円増加しましたが、当社代表取締役会長より更なる事業の拡大に活用すべく1,115百万円の資金提

供を受け、特別利益に計上しました。この結果、前連結会計年度に比べ360百万円増加し、417百万円となりました。 

  

(3）資金についての分析 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ143百万円増加し、2,025百万円となりました。

このうち、営業活動によるキャッシュ・フローはたな卸資産および未収入金の減少468百万円等により891百万円の収入、投

資活動によるキャッシュ・フローは25百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローは借入金の圧縮1,095百万円、配当

金支払の91百万円等を行いましたが受贈による収入1,115百万円があったことから813百万円の支出となりました。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は研究開発分野に重点をおいて設備投資を行っており、当連結会計年度における総額39

百万円の設備投資は、その大部分を当社が実施しており、主な内訳は、開発器材・関連器材36百万円であります。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．東京本部は、連結会社以外からの賃借物件であります。 

２．帳簿価額「その他」は、車両運搬具であります。なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）在外子会社 

  

      平成18年２月28日現在

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの 
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額（千円）
従業
員数 
(人) 

建物及び
構築物 

工具器具
備品 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
(神戸市西区) 

全セグメント 
開発設計
及び業務
統括施設 

2,585,523 208,155
1,620,879
(20,347)

181 4,414,739 134

東京本部 
(東京都中央区) 

全セグメント 
販売活動
拠点 

9,492 8,446 － － 17,939 23

神戸三宮事業所 
(神戸市中央区) 

全セグメント 
販売活動
拠点 

127,852 4,934
60,505
(164)

－ 193,291 17

社宅 
(神戸市西区) 

－ 
福利厚生
施設 

112,054 －
126,606
(968)

－ 238,660 －

        平成18年２月28日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
工具器具
備品 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

Canopus  
Corporation  

本社 
(米国カリフォル
ニア州サンノゼ) 

ビデオ機器製
品 

販売活動設備 － 3,734
－
(－)

－ 3,734 18

Canopus GmbH 

本社(ドイツライ
ンランド・プハッ
ツ州ルパッハーゴ
ールドハウゼン) 

ビデオ機器製
品 

販売活動設備 － 8,945
－
(－)

－ 8,945 8

Canopus China 
and South Asia  
Co.,Ltd 

中国 
上海市 

ビデオ機器製
品 

販売活動設備 － 207
－
(－)

－ 207 －

Canopus Asia  
Co.,Ltd 

中国 
上海市 

ビデオ機器製
品 

販売活動設備 － 2,667
－
(－) 

－ 2,667 5

Canopus UK 
Ltd. 

英国 
レディング市 

ビデオ機器製
品 

販売活動設備 － 15,477
－
(－) 

－ 15,477 13



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設 

 該当事項はありません。 

  

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」には、平成18年５月１日からこの報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は

含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 307,200 

計 307,200 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年２月28日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年５月29日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 91,800 91,800
東京証券取引所市場
第二部 

－ 

計 91,800 91,800 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年５月28日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の発行時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員であった対象者は、新

株予約権の行使時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有しているこ

とを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでありません。 

２．新株予約権の発行時において当社取引先の取締役又は従業員であった対象者は、新株予約権の行使時において、当社と

当社取引先の取引関係が良好に継続していること及び当社への業績寄与が高いと判断できることを要します。 

３．対象者が死亡した場合は、同人の死亡後１年間に限りその法定相続人が権利行使することを認めます。 

４．対象者は、新株予約権を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができません。 

５．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。 

  

  
事業年度末現在

（平成18年２月28日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年４月30日） 

新株予約権の数 2,630個 同 左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数 2,630株 同 左 

新株予約権の行使時の払込金額 427,000円 同 左 

新株予約権の行使期間 
平成16年５月29日から
平成19年５月28日まで 

同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    427,000円
資本組入額   213,500円 

同 左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注） 同 左 



② 平成15年５月29日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の発行時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員であった対象者は、新

株予約権の行使時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有しているこ

とを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでありません。 

２．新株予約権の発行時において当社取引先の取締役又は従業員であった対象者は、新株予約権の行使時において、当社と

当社取引先の取引関係が良好に継続していること及び当社への業績寄与が高いと判断できることを要します。 

３．対象者が死亡した場合は、同人の死亡後１年間に限りその法定相続人が権利行使することを認めます。 

４．対象者は、新株予約権を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができません。 

５．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。 

  

  
事業年度末現在

（平成18年２月28日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年４月30日） 

新株予約権の数 3,511個 同 左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数 3,511株 同 左 

新株予約権の行使時の払込金額 146,000円 同 左 

新株予約権の行使期間 
平成17年５月30日から
平成20年５月29日まで 

同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格  146,000円
資本組入額  73,000円 

同 左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注） 同 左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式分割（１：４） 

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格  1,700,000円 

資本組入額  637,500円 

３．株式分割（１：10） 

４．有償一般募集 

発行価格   352,225円 

資本組入額  166,075円 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年４月10日 
（注）１ 

5,760 7,680 － 386,500 － 21,000

平成13年７月27日
（注）２ 

1,000 8,680 637,500 1,024,000 960,500 981,500

平成14年４月15日 
（注）３ 

78,120 86,800 － 1,024,000 － 981,500

平成14年11月19日 
（注）４ 

5,000 91,800 830,375 1,854,375 830,375 1,811,875



(4）【所有者別状況】 

  

(5）【大株主の状況】 

（注）１．前事業年度末現在主要株主であった山田広司氏及び山田智子氏は、当事業年度末では主要株主でなくなりました。 

２．前事業年度末現在主要株主でなかったトムソン・ジャパン・アクイジション有限会社は、当事業年度末に主要株主となっ

ております。 

  

    平成18年２月28日現在

区分 

株式の状況

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 3 9 12 4 3 831 862 － 

所有株式数
（株） 

－ 680 649 86,647 1,042 130 2,652 91,800 － 

所有株式数の
割合（％） 

－ 0.8 0.7 94.4 1.1 0.1 2.9 100 － 

    平成18年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

トムソン・ジャパン・アクイ
ジション有限会社 

東京都千代田区麹町５丁目７ 86,581 94.3 

ミズホインターナショナルオ
リジナルアカウント 

東京都中央区日本橋兜町６番７号
（常代）(株)みずほコーポレート銀行兜町証
券決済業務室 

836 0.9 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 539 0.6 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 280 0.3 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１ 252 0.3 

クレジットスイスファースト
ボストンヨーロッパピービー
セクアイエヌテイノントリー
テイクライエント 

東京都品川区東品川２丁目３－14
（常代）シティバンク、エヌ・エイ東京支店 

152 0.2 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 136 0.1 

橋本信一 東京都練馬区 100 0.1 

エヌジー・チャー・ロン 
神戸市西区室谷１丁目２－２
（常代）カノープス株式会社 

80 0.1 

加藤正義 大阪市西淀川区 75 0.1 

計 － 89,031 97.0 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

   平成18年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  91,800 91,800 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 91,800 － － 

総株主の議決権 － 91,800 － 

      平成18年２月28日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の新株予約権方式に

よるものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

① 平成14年５月28日の定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注）１．新株予約権発行日後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整による千円

未満の端数は切り上げる。 

２．① 新株予約権の発行時において、当社、当社子会社並びに当社関連会社の取締役、監査役及び従業員であった対象者

は、新株予約権の行使において、当社、当社子会社並びに当社関連会社の取締役及び従業員の地位を保有している

ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。 

② 新株予約権の発行時において、当社取引先の取締役及び従業員であった対象者は、新株予約権の行使時において、

当社と当社取引先の取引関係が良好に継続していること並びに当社への業績寄与が高いと判断できることを要す

る。 

③ 対象者が死亡した場合は、同人の死亡後１年間に限りその法定相続人が権利行使することを認める。 

④ 対象者は、新株予約権を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができない。 

⑤ その他、権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会の決議により決定するものとする。 

  

決議年月日 平成14年５月28日

付与対象者の区分及び人数 
当社、当社の子会社及び関連会社の取締役、監査役及び
従業員並びに当社取引先の取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 4,000株

新株予約権の行使時の払込金額 427,000円（注）１

新株予約権の行使期間 平成16年５月29日から平成19年５月28日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

1   

  分割・併合の比率   



② 平成15年５月29日の定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注）１．新株予約権発行日後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整による千円

未満の端数は切り上げる。 

２．① 新株予約権の発行時において、当社、当社子会社並びに当社関連会社の取締役、監査役及び従業員であった対象者

は、新株予約権の行使において、当社、当社子会社並びに当社関連会社の取締役及び従業員の地位を保有している

ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。 

② 新株予約権の発行時において、当社取引先の取締役及び従業員であった対象者は、新株予約権の行使時において、

当社と当社取引先の取引関係が良好に継続していること並びに当社への業績寄与が高いと判断できることを要す

る。 

③ 対象者が死亡した場合は、同人の死亡後１年間に限りその法定相続人が権利行使することを認める。 

④ 対象者は、新株予約権を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができない。 

⑤ その他、権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会の決議により決定するものとする。 

  

決議年月日 平成15年５月29日

付与対象者の区分及び人数 
当社、当社の子会社及び関連会社の取締役、監査役及び
従業員並びに当社取引先の取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 4,000株

新株予約権の行使時の払込金額 146,000円（注）１

新株予約権の行使期間 平成17年５月30日から平成20年５月29日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

1   

  分割・併合の比率   



③ 平成17年５月27日の定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注）１．新株予約権の目的たる株式１株当たりの払込金額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日

を除く。）の東京証券取引所が公表する当社普通株式の終値（以下「終値」という。）の平均値の金額（千円未満の金

額は切り上げる。）とする。ただし、その価格が新株予約権発行日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直

近日の終値）を下回る場合は、新株予約権発行日の最終価格とする。なお、新株予約権発行日後に当社が株式分割又は

株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整による千円未満の端数は切り上げる。 

２．① 新株予約権の発行時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役及び従業員であった対象者

は、新株予約権の行使において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役及び従業員の地位を保有しているこ

とを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。 

② 新株予約権の発行時において、当社取引先の取締役及び従業員であった対象者は、新株予約権の行使時において、

当社と当社取引先の取引関係が良好に継続していること並びに当社への業績寄与が高いと判断できることを要す

る。 

③ 対象者が死亡した場合は、同人の死亡後１年間に限りその法定相続人が権利行使することを認める。 

④ 対象者は、新株予約権を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができない。 

⑤ その他、権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会の決議により決定するものとする。 

  

  

決議年月日 平成17年５月27日

付与対象者の区分及び人数 
当社、当社の子会社及び関連会社の取締役、監査役及び
従業員並びに当社取引先の取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 4,000株

新株予約権の行使時の払込金額 （注）１

新株予約権の行使期間 平成19年５月28日から平成22年５月27日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

1   

  分割・併合の比率   



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】 普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  



３【配当政策】 

 当社は、株主に対する長期的かつ総合的な利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し、安定的な経営基盤の確保と株主資

本利益率（ＲＯＥ）の向上に努め、業績及び財政状態を総合的に勘案し、安定した配当を継続して実施して行くことを基本方針

としております。この方針に基づき、第23期におきましては、１株当たり500円(うち中間配当500円）の配当を実施いたしまし

た。 

 内部留保金につきましては、経営環境・市場ニーズの変化に対応すべく、技術開発体制と企業体質の強化と、積極的な事業展

開等に有効活用するとともに、更なる業績の向上に努める所存であります。 

 なお、第23期の中間配当についての取締役会決議は平成17年10月14日に行っております。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、日本証券業協会及び東京証券取引所市場第二部の公表によるものであります。 

なお、平成13年７月27日付をもって同協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価について、該当事項はあり

ません。また、平成14年11月19日付をもって東京証券取引所市場第二部に上場いたしました。 

２．※印は、株式分割（1:10）による権利落前の株価であります。 

３．□印は、株式分割（1:10）による権利落後の株価であります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部の公表によるものであります。 

  

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 

最高（円） 
※ 5,650,000 
□975,000 

800,000 256,000 179,000 179,000 

最低（円） 
※ 1,000,000 
□730,000 

199,000 97,000 75,000 84,800 

月別 平成17年９月 10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 

最高（円） 138,000 138,000 141,000 149,000 148,000 143,000 

最低（円） 116,000 117,000 118,000 126,000 136,000 140,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役会長兼
社長 
(代表取締役) 

  山田 広司 昭和28年５月15日生

昭和58年４月 カノープス電子株式会社（現カ

ノープス株式会社）設立、代表

取締役社長就任 

平成７年３月 米国Canopus Corporation 設

立、同社取締役就任 

平成12年６月 当社代表取締役会長就任(現任) 

平成18年４月 当社代表取締役社長就任(現任) 

－

取締役 
基盤技術研究室
室長 

竹本 晃 昭和31年８月15日生

昭和59年４月 当社入社 

平成２年２月 開発部長 

平成５年５月 監査役就任 

平成６年２月 取締役就任（現任） 

平成11年５月 新技術研究室長 

平成13年９月 ＳＰ開発部長 

平成14年７月 開発本部副本部長 

平成15年３月 システム事業本部副本部長 

平成16年６月 基盤技術研究室室長（現任） 

－

取締役 
（非常勤） 

  
マーク 

バレンティン 
昭和39年４月20日生

平成元年２月 フランス財務省入省 

平成10年９月 Thomson S.A.入社 

平成11年６月 Thomson European Digital 

Decoder Division Division長

に就任 

平成13年２月 Thomson Broadcast & Media 

Solutions（現社名 Grass 

Valley）社長就任（現任） 

平成18年５月 当社取締役就任（現任） 

－

取締役 
（非常勤） 

  
マリーアンジェ 
デポン 

昭和40年５月18日生

平成２年２月 フランス会計監査院監査官 

平成６年２月 テレビ局フランス３上級副社長

（財務、法務、IT、制作管掌） 

平成10年11月 Thomson S.A.入社、財務担当取

締役 

平成13年６月 Thomson S.A.最高財務責任者代

理 

平成15年５月 同社副社長兼総務部長兼法務部

長（現任） 

平成18年５月 当社取締役就任（現任） 

－

監査役 
(常勤) 

  岩本 敏邦 昭和21年４月２日生

昭和44年４月 広島高井証券株式会社（現東洋

証券株式会社）入社 

平成10年５月 同社事業法人部長 

平成11年８月 同社神戸支店長 

平成12年６月 同社理事神戸支店長 

平成14年３月 同社近畿本部付理事法人担当 

平成16年５月 当社監査役就任（現任） 

－

監査役 
(常勤) 

  山田 敏晴 昭和29年４月12日生

昭和58年４月 当社入社 

平成10年５月 物流部長 

平成14年12月 営業本部長 

平成16年１月 業務部長 

平成18年５月 監査役就任（現任） 

－



 （注） １．取締役マーク バレンティン及びマリーアンジェ デポンは、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．前岡生祐及び岩本敏邦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．当社では、経営における意思決定のスピードアップと、業務執行の責任範囲を明確にし、権限委譲を推進することで

更なる効率化を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は２名で、ビデオ事業本部長 藤岡 良英、

国内営業本部長 高溝 與志夫で構成されております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（株） 

監査役 
(非常勤) 

  前岡 生祐 昭和13年７月６日生

昭和32年３月 西大阪ナショナル電器販売株式

会社（現大阪松下ライフエレク

トロニクス株式会社）入社 

平成９年６月 同社監査役就任 

平成12年６月 当社監査役就任（現任） 

－

      計 －



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は経営の基本方針に記載の通り、価値が高く満足が得られる製品の提供を通じ、当社の企業価値を高め、広く地域・社会

に貢献し、株主に満足を与えられる企業であることを基本方針とし、We offer the best（顧客に満足）、challenge the change

（変化に挑戦）、Sure and steady（信頼と堅実）の経営理念の下、コーポレートガバナンスの充実を図っております。 

  

(2）コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況 

① 経営管理組織の整備等に関する施策 

 業務執行状況の監査ならびに経営上の重要事項について取締役会を月１回以上開催し、意思決定を行っております。ま

た、その他の重要事項については、週１回程度、各関係者・部門責任者を交え会議を開催し、業務執行を行っております。 

 当社は監査役会を監査役３名（うち社外監査役２名）で構成しており、監査役は取締役会に同席し、経営方針の決定状況

を監査すると共に、監査役会を月１回以上行い監査機能の充実を図っております。なお、当社と社外監査役の取引等の利害

関係はありません。 

② 内部統制システムの整備状況 

 取締役会・各種会議で決定された重要事項等について適切に実施するため、部門責任者が出席する会議に取締役も出席す

ることにより指示・管理・統制を行っております。また、業務が規程に従い適正に行われていることを監視する為、監査役

が定期的に監査を行い、その結果を取締役会及び監査役会に報告することにより、不正の防止・問題点の改善に努め、内部

統制の実効性を高めております。 

③ リスク管理体制 

 各種会議の開催により事業遂行上のリスクを把握し、管理できるようにしております。 

④ 会計監査人の状況 

 当社は監査法人トーマツと監査契約を結び、会計監査を受けております。 

 当連結会計年度において業務を執行した公認会計士の氏名及び当社に係る継続監査年数、監査業務に係る補助者の構成

は、以下のとおりであります。 

 業務を執行した公認会計士の氏名及び当社に係る継続監査年数 

指定社員 業務執行社員  木村 文彦  継続監査年数 １年 

指定社員 業務執行社員  梶浦 和人  継続監査年数 ２年 

 監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士４名  会計士補５名   

 なお、当連結会計年度の中途において、指定社員 業務執行社員 鎌倉 寛保が、木村 文彦に変更となっております。 

⑤ 社外監査役との関係 

 社外監査役の前岡生祐氏並びに岩本敏邦氏は、当社と特別な利害関係はありません。 

⑥ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近1年間における実施状況 

 当連結会計年度においては、取締役会を15回開催し、重要な業務遂行の決定や重要事項についての審議を行いました。本

部長会議は43回開催し、業務執行の把握と重要事項の報告等を行いました。監査役会は13回開催し、取締役の業務執行の監

査ならびに監査役が定期的に行った内部監査の報告等を行いました。 

⑦ 連結会社の企業統治について 

 各連結子会社には毎月の試算表の提出を義務付け、経営内容の管理を行うと共に、海外営業本部が一元管理し、本社から

の現地監査も随時行い連結子会社の統治を行っております。 

  



(3）役員報酬及び監査報酬について 

 当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び会計監査人に対する監査報酬は、以下のとおりであります。 

  

項 目 金 額 

取締役に支払った報酬 
（うち社外取締役） 

68,290千円 
（ －千円） 

監査役に支払った報酬 
（うち社外監査役） 

13,562千円 
（9,031千円） 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬
上記以外の業務に基づく報酬はない 

19,500千円 



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令

第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令

第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）及び第22期

事業年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）並びに当連結会計年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日ま

で）及び第23期事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トー

マツにより監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度

（平成17年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   1,881,700 2,035,055 

２．受取手形及び売掛金   1,290,013 963,857 

３．たな卸資産   1,210,386 956,662 

４．未収入金   251,969 135,099 

５．繰延税金資産   150,294 204,660 

６．その他   83,339 80,745 

７．貸倒引当金   △7,466 △4,174 

流動資産合計   4,860,238 43.6 4,371,905 44.9

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物及び構築物 ※1 3,831,904 3,831,904  

減価償却累計額  843,692 2,988,211 996,980 2,834,923 

２．運搬具  5,968 6,227  

減価償却累計額  5,743 224 6,046 181 

３．その他  870,806 946,527  

減価償却累計額  589,192 281,613 693,958 252,568 

４．土地 ※1  1,807,991 1,807,991 

有形固定資産合計   5,078,041 45.5 4,895,664 50.2

(2）無形固定資産    

１．連結調整勘定   － 9,387 

２．その他   27,722 27,319 

無形固定資産合計   27,722 0.2 36,707 0.4

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※2  207,750 123,449 

２．繰延税金資産   812,868 154,062 

３．その他   171,784 166,532 

４．貸倒引当金   △4,879 △5,917 

投資その他の資産合計   1,187,522 10.7 438,128 4.5

固定資産合計   6,293,286 56.4 5,370,499 55.1

資産合計   11,153,525 100.0 9,742,405 100.0

     



  

  

   
前連結会計年度

（平成17年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   727,486 564,336 

２．短期借入金   1,650,000 900,000 

３．１年以内返済予定長期
借入金 

  1,179,540 702,700 

４．未払金   83,331 253,059 

５．未払法人税等   16,200 34,913 

６．その他   156,345 141,831 

流動負債合計   3,812,903 34.2 2,596,840 26.7

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金   1,344,300 725,600 

２．退職給付引当金   159,013 167,739 

３．役員退職慰労引当金   244,652 256,847 

４．連結調整勘定   20,812 － 

固定負債合計   1,768,778 15.9 1,150,186 11.8

負債合計   5,581,682 50.1 3,747,026 38.5

     

（少数株主持分）    

少数株主持分   52,521 0.4 75,427 0.8

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※3  1,854,375 16.7 1,854,375 19.0

Ⅱ 資本剰余金   1,811,875 16.3 1,811,875 18.6

Ⅲ 利益剰余金   1,913,260 17.1 2,239,264 23.0

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  △243 △0.0 372 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定   △59,945 △0.6 14,064 0.1

資本合計   5,519,321 49.5 5,919,950 60.7

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  11,153,525 100.0 9,742,405 100.0

      



②【連結損益計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   7,644,891 100.0 6,362,850 100.0

Ⅱ 売上原価   4,221,712 55.2 3,115,556 49.0

売上総利益   3,423,179 44.8 3,247,294 51.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1、2  3,161,510 41.4 3,262,344 51.2

営業利益又は営業損失
（△） 

  261,668 3.4 △15,049 △0.2

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  2,550 6,506  

２．為替差益  － 65,964  

３．雑収入  25,789 28,340 0.4 14,969 87,439 1.3

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  40,072 34,915  

２．為替差損  32,700 －  

３．持分法による投資損失  7,254 4,671  

４．融資手数料  17,043 8,090  

５．雑損失  9,447 106,519 1.4 3,846 51,524 0.8

経常利益   183,489 2.4 20,865 0.3

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  － 33,180  

２．前期損益修正益  － 28,931  

３．受贈益  － － － 1,115,000 1,177,111 18.5

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除売却損 ※3 － 449  

２．親会社持分変動差損  36 184  

３．特許使用和解金  － 36 0.0 134,817 135,452 2.1

税金等調整前当期純利
益 

  183,452 2.4 1,062,524 16.7

法人税、住民税及び事
業税 

 16,917 16,487  

法人税等調整額  90,975 107,893 1.4 618,010 634,497 9.9

少数株主利益   18,688 0.2 10,223 0.2

当期純利益   56,871 0.8 417,803 6.6

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  1,811,875 1,811,875 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  1,811,875 1,811,875 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  1,948,189 1,913,260 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益  56,871 56,871 417,803 417,803 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  91,800 91,800 91,800 91,800 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  1,913,260 2,239,264 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純利
益 

 183,452 1,062,524 

減価償却費  339,234 285,875 

賞与引当金の減少額  △106,465 － 

退職給付引当金の増加
額 

 29,454 8,725 

役員退職慰労引当金の
増加（減少）額 

 △504 12,194 

受取利息及び受取配当
金 

 △4,673 △6,506 

支払利息  40,072 34,915 

為替差損（益）  13,857 △26,133 

有形固定資産除売却損  － 449 

受贈益  － △1,115,000 

売上債権の減少額  20,651 428,193 

たな卸資産の減少額  201,096 351,597 

未収入金の減少額  448,037 117,370 

仕入債務の減少額  △665,695 △348,763 

未払金の増加（減少）
額 

 △74,015 169,701 

その他  △166,263 △33,581 

小計  258,240 941,564 

利息及び配当金の受取
額 

 3,359 6,506 

利息の支払額  △38,202 △36,934 

法人税等の支払額  △14,533 △19,659 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 208,863 891,478 



  

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金の増加額  － △10,000 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △252 △253 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 － 107,733 

関係会社株式の追加取
得による支出 

 △10,193 △16,384 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △30,576 △39,052 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 175 555 

貸付けによる支出  △4,507 △2,375 

貸付金の回収による収
入 

 446 6,116 

ソフトウェアの取得に
よる支出 

 △1,672 △21,186 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △46,580 25,152 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純増減額  50,000 △750,000 

長期借入れによる収入  3,100,000 100,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △3,851,047 △1,195,540 

少数株主からの払込に
よる収入 

 3,582 8,706 

受贈による収入  － 1,115,000 

配当金支払による支出  △91,800 △91,800 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △789,264 △813,633 



  

  

  次へ 

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △24,414 40,356 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加（△減少）額 

 △651,396 143,354 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 2,533,097 1,881,700 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※ 1,881,700 2,025,055 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社は４社であり、非連結子会

社はありません。 

 連結子会社は５社であり、非連結子会

社はありません。 

  連結子会社の名称 

Canopus Corporation 

Canopus GmbH 

Canopus China and South Asia 

Co., Ltd. 

Canopus Asia Co.,Ltd. 

なお、Canopus Asia Co.,Ltd.につ

いては新規設立により、当連結会計

年度から連結の範囲に含めることと

いたしました。 

連結子会社の名称 

Canopus Corporation 

Canopus GmbH 

Canopus China and South Asia 

Co., Ltd. 

Canopus Asia Co.,Ltd. 

Canopus UK Ltd. 

なお、当連結会計年度において持分

を追加取得してCanopus UK Ltd.を

連結子会社といたしました。当該会

社については、支配獲得日を同社の

中間会計期間末とみなしているた

め、当該会社の下半期の財務諸表の

みを連結しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法適用の関連会社数１社 

 会社名 

Canopus UK Ltd. 

 当連結会計年度における持分の追加取

得によりCanopus UK Ltd.を連結子会社

といたしましたので、当連結会計年度末

において持分法を適用している関連会社

はありません。なお、Canopus UK Ltd.

の上半期の持分変動については持分法損

益として反映しております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうちCanopus GmbH、

Canopus China and South Asia Co., 

Ltd.及びCanopus Asia Co.,Ltd.の決算

日は12月31日であります。連結財務諸表

の作成に当たっては、同決算日現在の財

務諸表を使用しており、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち４社の決算日は12月

31日であります。連結財務諸表の作成に

当たっては、同決算日現在の財務諸表を

使用しており、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用して

おります。 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

時価のないもの 

同左 



項目 
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  ロ デリバティブ 

 時価法 

ロ デリバティブ 

同左 

  ハ たな卸資産 

 当社は、主として総平均法による原

価法を、また、在外連結子会社は移動

平均法による低価法を採用しておりま

す。 

ハ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 当社は定率法、在外連結子会社は定

額法を採用しております。 

 ただし、当社は平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）

は定額法によっております。 

イ 有形固定資産 

同左 

  
  

科目   耐用年数 

建物及び構築物   ８年～50年 

運搬具   ４ ～６ 

その他   ２ ～15 

同左 

  ロ 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

   なお自社利用のソフトウェアにつき

ましては社内における利用可能期間

（３年～５年）に基いております。 

  

  ハ 長期前払費用 

 定額法によっております。 

ハ 長期前払費用 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、当社は一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能額を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。また、在外連結子会社は個別債

権の回収不能見込額を計上しておりま

す。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 退職給付引当金 

 当社は従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務の額に

基づき計上しております。なお、在外

連結子会社１社は確定拠出型の年金制

度を採用しております。 

ロ 退職給付引当金 

同左 

  ハ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

ハ 役員退職慰労引当金 

同左 



項目 
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(4）重要な外貨建資産又は

負債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は、当連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、為

替差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、

各社の決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は少数株

主持分及び資本の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しております。 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 当社は、リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

また、為替変動リスクのヘッジについ

て振当処理の要件を満たしている場合

には振当処理を採用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 外貨建金銭債務   

  ハ ヘッジの方針 

 為替予約はヘッジ対象の外貨建債務

の元金額及び期間と一致させて利用し

ております。 

ハ ヘッジの方針 

同左 

  ニ ヘッジ有効性の評価の方法 

 振当処理によっておりますので、有

効性の評価は省略しております。 

ニ ヘッジ有効性の評価の方法 

同左 

(7）消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、原則

として５年間で均等償却しております。

ただし、金額の重要性がない場合には、

発生時の費用としております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 



  

表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

（連結損益計算書） 

 「融資手数料」は前連結会計年度まで、雑損失に含め

て表示しておりましたが、当連結会計年度において、金

額的重要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度末の「融資手数料」は12,288千

円であります。 

────── 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 従来計上しておりました賞与引当金については、賞与

制度の廃止に伴い、当連結会計年度より計上しておりま

せん。 

────── 

──────  当連結会計年度より導入された外形標準課税制度によ

り、法人事業税における付加価値割及び資本割分20,000

千円については、販売費及び一般管理費で計上していま

す。この結果、従来の方法によった場合と比べて、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞ

れ20,000千円少なく計上されています。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

前連結会計年度
（平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（平成18年２月28日） 

※１ 担保提供資産及び対応債務 ※１ 担保提供資産及び対応債務 
  

建物 457,608千円

土地 461,826千円

計 919,434千円

建物 433,343千円

土地 461,826千円

計 895,169千円

 上記物件を１年以内返済予定長期借入金365,500

千円及び長期借入金1,084,500千円の担保に供して

おります。 

 上記物件を短期借入金260,500千円、１年以内返

済予定長期借入金518,400千円及び長期借入金

566,100千円の担保に供しております。 

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※２        ────── 
  

投資有価証券 11,038千円

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式91,800株であ

ります。 

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式91,800株であ

ります。 

 ４ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

 ４        ────── 

  
当座貸越限度額及び 
貸出コミットメントの総額 

2,200百万円

借入実行残高 1,650百万円

差引額 550百万円



（連結損益計算書関係） 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 
  

研究開発費 733,906千円

広告宣伝費 120,219 

販売促進費 262,947 

役員報酬 113,795 

従業員給与手当 748,267 

退職給付引当金繰入額 18,393 

減価償却費 256,742 

研究開発費 791,162千円

広告宣伝費 101,259 

販売促進費 260,147 

役員報酬 105,314 

従業員給与手当 834,559 

退職給付引当金繰入額 16,896 

減価償却費 220,975 

  
※２ 研究開発費の総額 733,906千円 ※２ 研究開発費の総額 791,162千円

※３        ────── ※３ 固定資産の除売却損の内訳 
  

売却損 その他 238千円

除却損 その他 211千円

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目との関係 
  

  

現金及び預金 1,881,700千円

現金及び現金同等物 1,881,700 

現金及び預金 2,035,055千円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
△10,000 

現金及び現金同等物 2,025,055 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

オペレーティング・リース取引（借主側） オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 32,251千円

１年超 13,450千円

合計 45,702千円

１年内 29,037千円

１年超 25,163千円

合計 54,201千円



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

  種類 

前連結会計年度（平成17年２月28日） 当連結会計年度（平成18年２月28日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円）
取得原価
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円）

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

(1）株式 3,668 8,181 4,512 822 1,449 627

(2）債券 － － － － － －

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 3,668 8,181 4,512 822 1,449 627

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

(1）株式 132 113 △19 － － －

(2）債券 － － － － － －

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3）その他 71,321 66,417 △4,903 － － －

小計 71,453 66,530 △4,923 － － －

合計 75,122 74,711 △410 822 1,449 627

前連結会計年度
（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

－ － － 107,733 33,180 －

  
前連結会計年度（平成17年２月28日） 当連結会計年度（平成18年２月28日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式 122,000 122,000 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

  

２．取引の時価等に関する事項 

 すべてのデリバティブ取引につきまして、ヘッジ会計が適用されているため記載を省略しております。 

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(1）取引の内容 

 為替予約取引、通貨スワップ取引を利用しており

ます。なお、連結子会社においてはデリバティブ取

引は一切行っておりません。 

(1）取引の内容 

同左 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。当該内容については「連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項４．会計処理

基準に関する事項(6)重要なヘッジ会計の方法」に

記載のとおりであります。 

  

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引については、将来の為替・金利

の変動によるリスクの回避を目的としており、投機

的な取引は行わないこととしております。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 為替予約取引及び通貨スワップ取引については外

貨建債権債務に係る為替レートの変動リスクを回避

する目的で利用しております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

 当社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも信

用度の高い金融機関であるため、相手方の契約不履

行によるリスクはほとんどないと認識しておりま

す。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引については、取引権限及び取引

限度額等を定めた社内ルールに準拠し、取締役会の

承認を得た範囲内で経理部にて実行・管理を行って

おります。また、取引実績は定期的に取締役会へ報

告されます。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、退職金規程に基づく確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。また、在外連結子会社１社は

確定拠出型の年金制度を採用しております。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

  

３．退職給付費用の内訳 

  

  
前連結会計年度

（平成17年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成18年２月28日） 

(1）退職給付債務（千円） △159,013 △167,739 

(2）退職給付引当金（千円） △159,013 △167,739 

  

（注）退職給付債務の算定につ
きましては簡便法を採用
しており、期末自己都合
要支給額の全額を退職給
付債務としております。 

同左 
  
  
  
  

  
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

退職給付費用 

  

(1）勤務費用（千円） 

合計（千円） 

  

31,589

31,589

30,446 

30,446 

  

（注）上記のほか、確定拠出型
年金制度を採用している
在外連結子会社１社が
7,027千円の拠出を行っ
ております。 

（注）上記のほか、確定拠出型
年金制度を採用している
在外連結子会社１社が 
5,606千円の拠出を行っ
ております。 



（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 (1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

① 流動の部 ① 流動の部 
  

繰延税金資産  

たな卸資産評価損 101,799千円

未実現利益 279千円

未払金 13,175千円

その他 35,040千円

繰延税金資産合計 150,294千円

  
  

繰延税金資産  

たな卸資産評価損 139,722千円

未払金 6,984千円

その他 57,953千円

繰延税金資産合計 204,660千円

 

② 固定の部 ② 固定の部 
  

繰延税金資産  

繰越欠損金 677,375千円

繰越研究開発費控除 54,948千円

役員退職慰労引当金 99,549千円

退職給付引当金超過 59,682千円

その他有価証券評価差額金 167千円

その他 12,928千円

繰延税金資産小計 904,650千円

評価性引当額 △17,855千円

繰延税金資産合計 886,795千円

  

繰延税金負債  

特別償却準備金 15,281千円

子会社留保利益 29,240千円

その他 29,405千円

繰延税金負債合計 73,926千円

繰延税金資産の純額 812,868千円

  
  

繰延税金資産  

繰越欠損金 189,593千円

繰越研究開発費控除 75,018千円

役員退職慰労引当金 104,511千円

退職給付引当金超過 65,742千円

その他 15,016千円

繰延税金資産小計 449,881千円

評価性引当額 △223,877千円

繰延税金資産合計 226,004千円

 

繰延税金負債  

特別償却準備金 11,460千円

子会社留保利益 60,226千円

その他 255千円

繰延税金負債合計 71,942千円

繰延税金資産の純額 154,062千円

 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 
  

法定実効税率 42.0％

（調整）  

交際費等永久差異 1.4％

評価性引当額の増加 3.6％

過年度税効果未認識子会社留

保利益 
11.5％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

58.8％

  
  

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久差異 0.2％

評価性引当額の増加 21.1％

在外子会社の税率差 △2.0％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

59.7％

 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度事業の種類別のセグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

 （注）１．事業の区分は、製品の類似性に基づき、内部管理上採用している区分によっている。 

２．各区分の主な製品 

(1）ビデオ機器製品事業 …………… ビデオキャプチャーボード デジタルビデオ編集ボード 

ノンリニアビデオ編集システム 

(2）放送受信機器製品事業 ………… ＴＶチューナーボード 

(3）映像配信機器製品事業 ………… ビデオ映像配信システム 

(4）その他の製品事業 ……………… 衛星受信システム 他 

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度434,315千円であり、その

主なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度2,603,645千円であり、その主なものは

当社の余資運用資金（現金及び預金、投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  
ビデオ機器
製品事業 
（千円） 

放送受信機
器製品事業 
（千円） 

映像配信機
器製品事業
（千円） 

その他の製
品事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1）外部顧客に対する
売上高 

4,653,501 1,671,553 808,200 511,637 7,644,891 － 7,644,891

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ － － － － － －

合計 4,653,501 1,671,553 808,200 511,637 7,644,891 － 7,644,891

営業費用 4,074,139 1,731,707 675,697 467,364 6,948,907 434,315 7,383,222

営業利益又は営業損
失 

579,362 (60,154) 132,503 44,273 695,984 (434,315) 261,668

Ⅱ 資産、減価償却費及
び資本的支出 

  

資産 5,630,128 1,518,150 950,996 450,606 8,549,880 2,603,645 11,153,525

減価償却費 158,962 62,748 38,416 17,505 277,631 61,603 339,234

資本的支出 5,293 1,314 3,572 515 10,694 19,882 30,576



当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

 （注）１．事業の区分は、製品の類似性に基づき、内部管理上採用している区分によっている。 

２．各区分の主な製品 

(1）ビデオ機器製品事業 …………… ビデオキャプチャーボード デジタルビデオ編集ボード 

ノンリニアビデオ編集システム 

(2）放送受信機器製品事業 ………… ＴＶチューナーボード 

(3）映像配信機器製品事業 ………… ビデオ映像配信システム 

(4）その他の製品事業 ……………… 衛星受信システム 他 

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度468,314千円であり、その

主なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度1,960,457千円であり、その主なものは

当社の余資運用資金（現金及び預金、投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  

  
ビデオ機器
製品事業 
（千円） 

放送受信機
器製品事業 
（千円） 

映像配信機
器製品事業
（千円） 

その他の製
品事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1）外部顧客に対する
売上高 

4,346,230 931,274 867,025 218,320 6,362,850 － 6,362,850

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ － － － － － －

合計 4,346,230 931,274 867,025 218,320 6,362,850 － 6,362,850

営業費用 3,875,927 1,054,555 808,244 170,860 5,909,586 468,314 6,377,900

営業利益又は営業損
失 

470,303 (123,280) 58,781 47,460 453,264 (468,314) (15,049)

Ⅱ 資産、減価償却費及
び資本的支出 

  

資産 5,309,962 1,090,415 1,144,790 236,781 7,781,948 1,960,457 9,742,405

減価償却費 139,995 39,774 40,188 12,632 232,589 53,285 285,875

資本的支出 16,337 2,250 4,008 286 22,881 16,171 39,052



【所在地別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の所在地別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米 …… 米国 

その他 … ドイツ、中国 

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度434,315千円であり、その

主なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度2,603,645千円であり、その主なものは

当社の余資運用資金（現金及び預金、投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  
日本 
（千円） 

北米
（千円） 

その他
（千円） 

計（千円）
消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 5,238,952 1,417,355 988,583 7,644,891 － 7,644,891

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,614,341 109,177 － 1,723,518 (1,723,518) －

合計 6,853,293 1,526,532 988,583 9,368,410 (1,723,518) 7,644,891

営業費用 6,286,127 1,439,517 945,746 8,671,391 (1,288,168) 7,383,222

営業利益又は営業損失 567,166 87,015 42,837 697,018 (435,349) 261,668

Ⅱ 資産 7,884,836 761,668 413,227 9,059,731 2,093,793 11,153,525



当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米 …… 米国 

欧州 …… ドイツ、イギリス 

その他 … 中国 

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度468,314千円であり、その

主なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度1,960,457千円であり、その主なものは

当社の余資運用資金（現金及び預金、投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５．従来「その他」に含めていました「欧州（ドイツ）」については当該所在地の売上高の重要性が増したため当連結会計

年度より独立した所在地セグメントとして記載することとしました。なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連

結会計年度と同様の区分により記載すると次のようになります。 

  

  
日本
（千円） 

北米 
（千円） 

欧州
（千円） 

その他
（千円） 

計
（千円） 

消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対する
売上高 

3,971,732 1,043,820 723,958 623,339 6,362,850 － 6,362,850

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

1,678,412 62,061 － － 1,740,474 (1,740,474) －

合計 5,650,145 1,105,881 723,958 623,339 8,103,324 (1,740,474) 6,362,850

営業費用 5,143,543 1,174,830 794,334 542,511 7,655,220 (1,277,320) 6,377,900

営業利益又は営業損
失 

506,601 (68,949) (70,376) 80,828 448,104 (463,154) (15,049)

Ⅱ 資産 7,060,828 627,553 403,674 392,557 8,484,613 1,257,791 9,742,405

  
日本
（千円） 

北米 
（千円） 

欧州
（千円） 

その他
（千円） 

計
（千円） 

消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対する
売上高 

5,238,952 1,417,355 331,003 657,580 7,644,891 － 7,644,891

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

1,614,341 109,177 － － 1,723,518 (1,723,518) －

合計 6,853,293 1,526,532 331,003 657,580 9,368,410 (1,723,518) 7,644,891

営業費用 6,286,127 1,439,517 363,873 581,873 8,671,391 (1,288,168) 7,383,222

営業利益又は営業損
失 

567,166 87,015 (32,870) 75,707 697,018 (435,349) 261,668

Ⅱ 資産 7,884,836 761,668 174,994 238,233 9,059,731 2,093,793 11,153,525



【海外売上高】 

 最近２連結会計年度の海外売上高は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米 ……… 米国、カナダ 

欧州 ……… ドイツ、オランダ、イギリス等 

アジア …… 中国等 

その他 …… オセアニア等 

３．海外売上高は、本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米 ……… 米国、カナダ 

欧州 ……… ドイツ、オランダ、イギリス等 

アジア …… 中国等 

その他 …… オセアニア等 

３．海外売上高は、本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

  

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,417,355 1,050,384 887,660 90,921 3,446,322 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 7,644,891 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占
める割合（％） 

18.5 13.7 11.6 1.2 45.0 

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,238,418 981,362 690,420 56,765 2,966,967 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 6,362,850 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占
める割合（％） 

19.5 15.4 10.8 0.9 46.6 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 (注）１．社宅の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて、交渉の上決定しております。 

２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等は含まれております。 

  

(2）子会社等 

  

当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 (注）１．社宅の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて、交渉の上決定しております。 

２．貸付金利については、当社の調達金利及び市中金利を参考に決定しました。 

３．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

(2）子会社等 

 (注）Canopus UK Ltd.は当連結会計年度において100％子会社といたしましたので、上記記載はそれ以前に発生した取引状況につい

ての記載であります。 

属性 氏名 住所 
資本金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼務等 
事業上
の関係 

役員及びそ
の近親者 

原 清子 － －
当社代表
取締役の
姉 

被所有
2.27 

－ － 社宅の賃借 1,560 

前払費用 130

差入 
保証金 

1,000

属性 
会社等の名
称 

住所 資本金 
事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼務等 
事業上
の関係 

関連会社 
Canopus UK 
Ltd. 

英国 
レディン
グ市 

90 
千ポンド 

ビデオ機
器製品事
業 

所有
49.4 

役員
１名 

当社の
ビデオ
機器製
品を販
売 

当社製品の
販売 

713,620 売掛金 190,216

属性 氏名 住所 
資本金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼務等 
事業上
の関係 

役員及びそ
の近親者 

原 清子 － －
当社代表
取締役の
姉 

－ － － 社宅の賃借 1,560 

前払費用 130

差入 
保証金 

1,000

山田 広司 － －
当社代表
取締役 

－ － － 資金提供 1,115,000 － －

山田 智子 － －
当社代表
取締役の
妻 

－ － －

金銭の一時
貸付 

210,000 

－ －

受取利息 218 

属性 
会社等の名
称 

住所 資本金 
事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼務等 
事業上
の関係 

関連会社 
Canopus UK 
Ltd. 

英国 
レディン
グ市 

90 
千ポンド 

ビデオ機
器製品事
業 

所有
49.4 

役員
１名 

当社の
ビデオ
機器製
品を販
売 

当社製品の
販売 

241,942 － －



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり当期純利益金額は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  
１株当たり純資産額 60,123円32銭

１株当たり当期純利益金額 619円51銭

１株当たり純資産額 64,487円48銭

１株当たり当期純利益金額 4,551円24銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

同左 

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当期純利益(千円) 56,871 417,803 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 56,871 417,803 

期中平均株式数（株） 91,800 91,800 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 新株予約権２種類（新株予約権

の数6,141個）。 

 なお、新株予約権の概要は「第

４ 提出会社の状況、１ 株式等

の状況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。 

 新株予約権２種類（新株予約権

の数6,141個）。 

 なお、新株予約権の概要は「第

４ 提出会社の状況、１ 株式等

の状況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりでありま

す。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,650,000 900,000 1.3 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,179,540 702,700 1.0 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,344,300 725,600 1.0
平成20年～ 
平成24年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 4,173,840 2,328,300 － － 

    
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

  長期借入金 494,400 152,200 36,000 36,000 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   1,226,539 1,290,255 

２．受取手形   － 1,698 

３．売掛金 ※2  1,473,833 1,278,089 

４．製品   823,022 663,796 

５．原材料   121,961 79,893 

６．貯蔵品   49,341 44,324 

７．前払費用   22,777 14,472 

８．未収入金   238,812 118,387 

９．繰延税金資産   99,430 173,130 

10．その他   40,043 25,288 

11．貸倒引当金   △1,435 △1,435 

流動資産合計   4,094,326 36.8 3,687,900 37.7

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物 ※1 3,590,056 3,590,056  

減価償却累計額  738,806 2,851,250 871,384 2,718,672 

２．構築物  241,847 241,847  

減価償却累計額  104,885 136,961 125,596 116,250 

３．車両運搬具  3,620 3,620  

減価償却累計額  3,396 224 3,439 181 

４．工具器具備品  785,870 829,521  

減価償却累計額  521,978 263,891 607,985 221,536 

５．土地 ※1  1,807,991 1,807,991 

有形固定資産合計   5,060,319 45.5 4,864,632 49.8

(2）無形固定資産    

１．電話加入権   2,068 2,068 



   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

２．水道施設利用権   2,620 2,422 

３．ソフトウェア   21,505 20,880 

無形固定資産合計   26,194 0.2 25,371 0.3

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券   196,711 123,449 

２．関係会社株式   456,697 506,633 

３．関係会社出資金   45,368 45,368 

４．関係会社長期貸付金   168,857 154,375 

５．長期前払費用   13,759 8,123 

６．差入保証金   62,403 59,509 

７．保険積立金   76,335 86,044 

８．繰延税金資産   938,278 220,725 

９．その他   4,400 8,656 

10．貸倒引当金   △19,879 △16,917 

投資その他の資産合計   1,942,933 17.5 1,195,970 12.2

固定資産合計   7,029,447 63.2 6,085,974 62.3

資産合計   11,123,774 100.0 9,773,874 100.0

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   733,546 629,038 

２．短期借入金   1,650,000 900,000 

３．１年以内返済予定長期
借入金 

  1,179,540 702,700 

４．未払金   91,357 279,428 

５．未払法人税等   10,750 29,376 

６．未払費用   37,810 57,143 

７．預り金   13,926 20,505 

８．その他   18,231 2,188 

流動負債合計   3,735,162 33.6 2,620,381 26.8



  

  

   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金   1,344,300 725,600 

２．退職給付引当金   159,013 167,739 

３．役員退職慰労引当金   244,652 256,847 

固定負債合計   1,747,965 15.7 1,150,186 11.8

負債合計   5,483,128 49.3 3,770,567 38.6

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※3  1,854,375 16.7 1,854,375 19.0

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  1,811,875 1,811,875  

資本剰余金合計   1,811,875 16.3 1,811,875 18.5

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  100,965 100,965  

２．任意積立金    

(1）配当平均積立金  100,000 －  

(2）特別償却準備金  27,936 22,273  

(3）別途積立金  1,700,000 1,700,000  

３．当期未処分利益  45,738 513,446  

利益剰余金合計   1,974,639 17.7 2,336,685 23.9

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  △243 △0.0 372 0.0

資本合計   5,640,645 50.7 6,003,307 61.4

負債・資本合計   11,123,774 100.0 9,773,874 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※4  6,853,293 100.0 5,648,227 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．製品期首たな卸高  1,039,854 823,022  

２．当期製品仕入高  312,832 255,066  

３．当期製品製造原価 ※4 3,822,408 2,702,897  

小計  5,175,095 3,780,986  

４．他勘定振替高 ※1 54,469 60,120  

５．製品期末たな卸高  823,022 4,297,603 62.7 663,796 3,057,069 54.1

売上総利益   2,555,690 37.3 2,591,158 45.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2、5  2,422,839 35.4 2,551,737 45.2

営業利益   132,851 1.9 39,421 0.7

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息 ※4 4,682 3,070  

２．受取配当金  2,122 2,204  

３．為替差益  － 77,804  

４．雑収入  17,409 24,214 0.4 7,874 90,952 1.6

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  40,072 34,915  

２．為替差損  50,195 －  

３．融資手数料  17,043 8,090  

４．貸倒引当金繰入額  19,712 －  

５．雑損失  4,092 131,117 1.9 3,592 46,598 0.8

経常利益   25,948 0.4 83,775 1.5

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入益  － 4,000  

２．投資有価証券売却益  － 33,180  

３．受贈益  － － － 1,115,000 1,152,180 20.4

     



  

   
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除売却損 ※3 － 211  

２．特許使用和解金  － － － 134,817 135,028 2.4

税引前当期純利益   25,948 0.4 1,100,927 19.5

法人税、住民税及び事
業税 

 3,650 3,650  

法人税等調整額  13,740 17,390 0.3 643,431 647,081 11.5

当期純利益   8,557 0.1 453,845 8.0

前期繰越利益   83,080 105,500 

中間配当額   45,900 45,900 

当期未処分利益   45,738 513,446 

     



製造原価明細書 

  

（脚注） 

  

  

   
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  2,594,403 67.9 1,808,577 66.9

Ⅱ 労務費  25,787 0.7 27,314 1.0

Ⅲ 経費 ※1 1,202,217 31.4 867,004 32.1

当期総製造費用  3,822,408 100.0 2,702,897 100.0

当期製品製造原価  3,822,408 2,702,897 

    

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 原価計算の方法は予定原価に基づく組別総合原価計算

を採用しております。 

同左 

※１．主な内容は次のとおりであります。 ※１．主な内容は次のとおりであります。 
  

外注加工費 977,753千円 外注加工費 740,212千円



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度
株主総会承認日 

（平成17年５月27日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年５月26日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  45,738 513,446 

Ⅱ 任意積立金取崩高  

１．配当平均積立金取崩高  100,000 －

２．特別償却準備金取崩高  5,662 105,662 5,568 5,568 

合計  151,400 519,014 

Ⅲ 利益処分額  

１．配当金  45,900 －

２．別途積立金繰入額  － 45,900 450,000 450,000 

Ⅳ 次期繰越利益  105,500 69,014 

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

時価のないもの 

同左 

  (3）デリバティブ 

 時価法 

(3）デリバティブ 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品 

 総平均法による原価法を採用してお

ります。 

(1）製品 

同左 

  (2）原材料 

 総平均法による原価法を採用してお

ります。 

(2）原材料 

同左 

  (3）貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用しておりま

す。 

(3）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）によっており

ます。 

(1）有形固定資産 

同左 

  
  

科目   耐用年数 

建物   47年～50年 

構築物   ８ ～30 

車両運搬具   ４ ～６ 

工具器具備品   ２ ～15 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

   なお自社利用のソフトウェアにつき

ましては社内における利用可能期間

（３年～５年）に基づいております。 

  

  (3）長期前払費用 

 定額法によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 



  

項目 
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しております。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能額を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期

末における退職給付債務の額に基づき

計上しております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

また、為替変動リスクのヘッジについ

て振当処理の要件を満たしている場合

には振当処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 外貨建金銭債務   

  (3）ヘッジの方針 

 為替予約はヘッジ対象の外貨建債権

の元金額及び期間と一致させて利用し

ております。 

(3）ヘッジの方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性の評価の方法 

 振当処理によっておりますので、有

効性の評価は省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

（損益計算書） 

 「融資手数料」は前事業年度まで、雑損失に含めて表

示しておりましたが、当事業年度において、金額的重要

性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前事業年度末の「融資手数料」は12,288千円で

あります。 

────── 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 従来計上しておりました賞与引当金については、賞与

制度の廃止に伴い、当事業年度より計上しておりませ

ん。 

────── 

──────  当事業年度より導入された外形標準課税制度により、

法人事業税における付加価値割及び資本割分20,000千円

については、販売費及び一般管理費で計上しています。

この結果、従来の方法によった場合と比べて、営業利

益、経常利益及び当期純利益は、それぞれ20,000千円少

なく計上されています。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

前事業年度 
（平成17年２月28日） 

当事業年度
（平成18年２月28日） 

※１ 担保提供資産及び対応債務 ※１ 担保提供資産及び対応債務 
  

建物 457,608千円

土地 461,826千円

計 919,434千円

建物 433,343千円

土地 461,826千円

計 895,169千円

 上記物件を１年以内返済予定長期借入金365,500

千円、長期借入金1,084,500千円の担保に供してお

ります。 

 上記物件を短期借入金260,500千円、１年以内返

済予定長期借入金518,400千円、長期借入金566,100

千円の担保に供しております。 

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

 区分掲記したもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

 区分掲記したもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 
  

売掛金 528,448千円 売掛金 530,371千円

  
※３ 会社が発行する株式の総数 普通株式 307,200株

発行済株式の総数 普通株式 91,800株

※３ 会社が発行する株式の総数 普通株式 307,200株

発行済株式の総数 普通株式 91,800株

 ４ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、 

 取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これらの契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

 ４        ────── 

  
当座貸越限度額及び 
貸出コミットメントの総額 

2,200百万円

借入実行残高 1,650百万円

差引額 550百万円



（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 他勘定振替高のうち主なものは次のとおりであり

ます。 

※１ 他勘定振替高のうち主なものは次のとおりであり

ます。 
  

  

販売促進費 15,527千円

自社製品使用高 36,239千円

工具器具備品 19,780千円

販売促進費 24,199千円

自社製品使用高 16,141千円

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は19.6％で

あり、一般管理費に属する費用の割合はおおよそ

80.4％であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は15.9％で

あり、一般管理費に属する費用の割合はおおよそ

84.1％であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 
  

研究開発費 631,656千円

広告宣伝費 39,980 

販売促進費 233,910 

役員報酬 79,788 

従業員給料手当 528,067 

退職給付引当金繰入額 18,393 

減価償却費 246,414 

研究開発費 743,894千円

広告宣伝費 25,498 

販売促進費 210,664 

役員報酬 81,852 

従業員給料手当 606,661 

退職給付引当金繰入額 16,896 

減価償却費 207,433 

※３         ────── ※３ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

  除却損 工具器具備品 211千円

※４ 関係会社との取引は次のとおりであります。 ※４ 関係会社との取引は次のとおりであります。 
  

売上高 2,217,934千円

材料仕入高 162,811 

受取利息 4,227 

売上高 1,704,189千円

材料仕入高 62,517 

受取利息 2,297 

  
※５ 研究開発費の総額 631,656千円 ※５ 研究開発費の総額 743,894千円



（リース取引関係） 

 記載すべきリース取引はありません。 

  

  

  次へ 



（有価証券関係） 

 前事業年度（平成17年２月28日現在）及び当事業年度（平成18年２月28日現在）における子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。 

  

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

  

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 (1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

① 流動の部 ① 流動の部 
  

繰延税金資産  

たな卸資産評価損 80,723千円

未払金 12,926千円

その他 5,781千円

繰延税金資産合計 99,430千円

  

繰延税金資産  

たな卸資産評価損 116,505千円

未払金 2,188千円

その他 54,436千円

繰延税金資産合計 173,130千円

 

② 固定の部 ② 固定の部 
  

  

繰延税金資産  

子会社株式評価損 122,578千円

役員退職慰労引当金 99,549千円

退職給付引当金超過 59,682千円

その他有価証券評価差額金 167千円

繰越欠損金 659,520千円

その他 12,062千円

繰延税金資産合計 953,559千円

  

繰延税金負債  

特別償却準備金 15,281千円

繰延税金負債合計 15,281千円

繰延税金資産の純額 938,278千円

  

繰延税金資産  

子会社株式評価損 122,578千円

役員退職慰労引当金 104,511千円

退職給付引当金超過 65,742千円

繰越欠損金 127,150千円

その他 5,914千円

繰延税金資産小計 425,898千円

評価性引当額 △193,456千円

繰延税金資産合計 232,441千円

 

繰延税金負債  

特別償却準備金 11,460千円

その他 255千円

繰延税金負債合計 11,716千円

繰延税金資産の純額 220,725千円

 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 
  

法定実効税率 42.0％

（調整）  

税率変更による影響額 1.2％

住民税均等割 14.1％

交際費等永久差異 9.5％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 67.0％

  
  

法定実効税率 40.7％

（調整）  

住民税均等割 0.3％

交際費等永久差異 0.2％

評価性引当額の増加 17.6％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 58.8％

 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり当期純利益金額は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  
１株当たり純資産額 61,444円94銭

１株当たり当期純利益金額 93円22銭

１株当たり純資産額 65,395円51銭

１株当たり当期純利益金額 4,943円86銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

同左 

  
前事業年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当期純利益 (千円) 8,557 453,845 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 8,557 453,845 

期中平均株式数（株） 91,800 91,800 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 新株予約権２種類（新株予約権

の数6,141個）。 

 なお、新株予約権の概要は「第

４ 提出会社の状況、１ 株式等

の状況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。 

 新株予約権２種類（新株予約権

の数6,141個）。 

 なお、新株予約権の概要は「第

４ 提出会社の状況、１ 株式等

の状況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

ダイワボウ情報システム株式会社 522 1,168 

アイカ工業株式会社 178 281 

株式会社みずほフィナンシャルグルー
プ（第11回第11種優先株式） 

100 100,000 

彩都メディアラボ株式会社 400 20,000 

株式会社ビービーアール 40 2,000 

小計 1,240 123,449 

計 1,240 123,449 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．有形固定資産の増加額及び減少額がいずれも有形固定資産の総額の100分の５以下であるため、「前期末残高」、「当期

増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。 

２．無形固定資産の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 － － － 3,590,056 871,384 132,578 2,718,672

構築物 － － － 241,847 125,596 20,710 116,250

車両運搬具 － － － 3,620 3,439 43 181

工具器具備品 － － － 829,521 607,985 90,015 221,536

土地 － － － 1,807,991 － － 1,807,991

有形固定資産計 － － － 6,473,037 1,608,405 243,347 4,864,632

無形固定資産   

電話加入権 － － － 2,068 － － 2,068

水道施設利用権 － － － 3,000 577 198 2,422

ソフトウェア － － － 177,124 156,244 10,907 20,880

無形固定資産計 － － － 182,193 156,821 11,105 25,371

長期前払費用 43,266 － 1,200 42,066 33,942 4,770 8,123

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【資本金等明細表】 

 （注） 任意積立金の当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、対象債権の一部回収により不要となった額の戻入によるものであります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 1,854,375 － － 1,854,375

資本金のうち
既発行株式 

普通株式 （株） (91,800) (－) (－) (91,800)

普通株式 （千円） 1,854,375 － － 1,854,375

計 （株） (91,800) (－) (－) (91,800)

計 （千円） 1,854,375 － － 1,854,375

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （千円） 1,811,875 － － 1,811,875

計 （千円） 1,811,875 － － 1,811,875

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 100,965 － － 100,965

（任意積立金）    

配当平均積立金（注） （千円） 100,000 － 100,000 －

特別償却準備金 
（注） 

（千円） 27,936 － 5,662 22,273

別途積立金 （千円） 1,700,000 － － 1,700,000

計 （千円） 1,928,901 － 105,662 1,823,238

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 21,315 1,037 － 4,000 18,352 

役員退職慰労引当金 244,652 12,194 － － 256,847 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

  

ロ．受取手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

  

ハ．売掛金 

相手先別内訳 

  

区分 金額（千円）

現金 1,933 

預金の種類 

当座預金 82,302 

普通預金 978,726 

外貨普通預金 145,591 

別段預金 3,423 

定期預金 68,000 

郵便貯金 10,277 

小計 1,288,321 

合計 1,290,255 

相手先 金額（千円）

矢崎部品株式会社 1,698 

合計 1,698 

期日別 金額（千円）

平成18年６月 1,698 

合計 1,698 

相手先 金額（千円）

ソフトバンクＢＢ（株） 234,970 

Canopus UK Ltd. 160,302 

Canopus GmbH 139,432 

Canopus Asia Co., Ltd. 111,168 

Canopus Corporation 107,415 

その他 524,800 

合計 1,278,089 



売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ニ．製品 

  

ホ．原材料 

  

ヘ．貯蔵品 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,473,833 5,978,356 6,174,100 1,278,089 82.9 84

品名 金額（千円）

ビデオ機器製品 349,338 

放送受信機器製品 169,146 

映像配信機器製品 143,218 

その他の製品 2,091 

合計 663,796 

品名 金額（千円）

ビデオ機器製品 23,377 

放送受信機器製品 19,739 

映像配信機器製品 31,806 

その他の製品 4,970 

合計 79,893 

品名 金額（千円）

ビデオ機器製品 22,554 

放送受信機器製品 4,187 

映像配信機器製品 5,762 

その他の製品 11,821 

合計 44,324 



② 固定資産 

関係会社株式 

  

③ 流動負債 

イ．買掛金 

  

ロ．短期借入金 

  

ハ．１年以内返済予定長期借入金 

  

区分 金額（千円）

Canopus Corporation 313,036 

Canopus UK Ltd. 193,596 

合計 506,633 

相手先 金額（千円）

株式会社明和電機 100,016 

ミカサ商事株式会社 45,503 

株式会社大塚商会 36,991 

リコーマイクロエレクトロニクス株式会社 34,416 

株式会社新進商会 23,338 

その他 388,771 

合計 629,038 

相手先 金額（千円）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 350,000 

株式会社みずほ銀行 220,000 

兵庫県信用農業協同組合連合会 100,000 

株式会社山陰合同銀行 100,000 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 70,000 

株式会社りそな銀行 60,000 

合計 900,000 

相手先 金額（千円）

株式会社みずほ銀行 256,400 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 178,300 

株式会社りそな銀行 110,000 

株式会社三井住友銀行 86,000 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 72,000 

合計 702,700 



④ 固定負債 

イ．長期借入金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額（千円）

株式会社みずほ銀行 301,100 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 172,000 

株式会社三井住友銀行 107,500 

株式会社りそな銀行 75,000 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 70,000 

合計 725,600 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注）１．決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

（ホームページアドレス：http://www.canopus.co.jp/） 

２．平成18年５月26日開催の第23回定時株主総会決議において、定款の一部変更を決議し、公告方法及び決算期は次のとお

りとなりました。 

(1）公告方法 

電子公告 

 ただし、やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載し

て行います。 

(2）決算期 

 なお、第24期事業年度については、平成18年３月１日から平成18年12月31日までの10カ月となります。 

決算期 ２月末日 

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日 

株券の種類 １株券 ５株券 10株券

中間配当基準日 ８月31日 

１単元の株式数 ──────

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

①決算期 12月31日 

②定時株主総会 ３月中 

③基準日 12月31日 

④中間配当基準日 ６月30日 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

(1）親会社の名称 

①トムソン・ジャパン・アクイジション株式会社 

平成18年３月８日にトムソン・ジャパン・アクイジション有限会社からトムソン・ジャパン・アクイジション株式会社に

組織変更をしております。 

トムソンジャパン株式会社が100％出資している会社です。 

②トムソンジャパン株式会社 

Thomson S.A.が100％出資している会社です。 

③Thomson S.A. はユーロネクスト・パリ証券取引所及びニューヨーク証券取引所に上場しており、継続開示会社でありま

す。 

  

親会社等のうち、協力が得られた情報のみ記載しております。 

  

(2）株式及び出資口の所有者別状況 

①トムソン・ジャパン・アクイジション株式会社 

  

②トムソンジャパン株式会社 

  

(3）大株主の状況 

①トムソン・ジャパン・アクイジション株式会社 

    平成17年12月31日現在 

区分 

出資者の状況

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

出資者数（人） － － － 1 － － － 1 

所有口数（口） － － － 60 － － － 60 

所有口数の割合
（％） 

－ － － 100.0 － － － 100.0 

    平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － － － 1 － － － 1 － 

所有株式数
（株） 

－ － － 50,000 － － － 50,000 － 

所有株式数の
割合（％） 

－ － － 100.0 － － － 100.0 － 

    平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有口数
（口） 

総出資口数に対す
る所有口数の割合
（％） 

トムソンジャパン株式会社 東京都千代田区麹町５丁目７ 60 100.0 

計 － 60 100.0 



②トムソンジャパン株式会社 

  

(4）役員の状況 

①トムソン・ジャパン・アクイジション株式会社 

  

    平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

Thomson S.A. 
46, quai Alphonse Le Gallo, 92100 
Boulogne-Billancourt, France 

50,000 100.0 

計 － 50,000 100.0 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役社長 
(代表取締役) 

  後藤 敏彦 昭和20年９月４日生

昭和47年５月 株式会社日立製作所入社 

平成12年９月 トムソンマルチメディアジャパ

ン株式会社（現社名 トムソン

ジャパン株式会社）入社 

平成13年１月 同社取締役、トムソンマルチメ

ディア東京研究所所長就任 

平成14年12月 同社代表取締役就任（現任） 

平成17年10月 トムソン・ジャパン・アクイジ

ション有限会社（現社名 トム

ソン・ジャパン・アクイジショ

ン株式会社）代表取締役就任

（現任） 

－

取締役 
（非常勤） 

  
マーク 

バレンティン 
昭和39年４月20日生

昭和64年２月 フランス財務省入省 

平成10年９月 Thomson S.A.入社 

平成11年６月 Thomson European Digital 

Decoder Division Division長

に就任 

平成13年２月 Thomson Broadcast & Media 

Solutions（現社名 Grass 

Valley）社長就任（現任） 

平成18年５月 カノープス株式会社取締役就任

（現任） 

－

取締役 
（非常勤） 

  
マリーアンジェ 
デポン 

昭和40年５月18日生

平成２年２月 フランス会計監査院監査官 

平成６年２月 テレビ局フランス３上級副社長

（財務、法務、IT、制作掌管） 

平成10年11月 Thomson S.A.入社、財務担当取

締役 

平成13年６月 Thomson S.A.最高財務責任者代

理 

平成15年５月 同社副社長兼総務部長兼法務部

長（現任） 

平成18年５月 カノープス株式会社取締役就任

（現任） 

－



  

②トムソンジャパン株式会社 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（株） 

監査役 
(非常勤) 

  
リック 
フローレ 

昭和39年７月11日生

平成２年11月 Royal Dutch Shell入社 

平成７年５月 Shell France 監査役就任 

平成11年11月 Thomson S.A. 監査役就任 

平成15年４月 Sodexho Alliance 監査役就任 

平成16年６月 Grass Valley 最高財務責任者

（現任） 

－

    計 －

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役社長 
(代表取締役) 

  後藤 敏彦 昭和20年９月４日生

昭和47年５月 株式会社日立製作所入社 

平成12年９月 トムソンマルチメディアジャパ

ン株式会社（現社名 トムソン

ジャパン株式会社）入社 

平成13年１月 同社取締役、トムソンマルチメ

ディア東京研究所所長就任 

平成14年12月 同社代表取締役就任（現任） 

平成17年10月 トムソン・ジャパン・アクイジ

ション有限会社（現社名 トム

ソン・ジャパン・アクイジショ

ン株式会社）代表取締役就任

（現任） 

－

取締役 
（非常勤） 

  
マリーアンジェ 
デポン 

昭和40年５月18日生

平成２年２月 フランス会計監査院監査官 

平成６年２月 テレビ局フランス３上級副社長

（財務、法務、IT、制作掌管） 

平成10年11月 Thomson S.A.入社、財務担当取

締役 

平成13年６月 Thomson S.A.最高財務責任者代

理 

平成15年５月 同社副社長兼総務部長兼法務部

長（現任） 

平成18年５月 カノープス株式会社取締役就任

（現任） 

－

取締役 
（非常勤） 

  
アンドルー 
ハケット 

昭和31年７月22日生

昭和55年   Pye TVT入社 

昭和57年   Independent Broadcasting 

Authority入社 

昭和63年   Thomson S.A.入社 

－

取締役 
（非常勤） 

  
マウリツィオ 
チメリ 

昭和44年11月23日生

平成13年   Pearson Television コマーシ

ャルディレクター 

平成14年   London Playout Center 代表取

締役 

平成17年   Technicolor Network Services 

上席副社長（現任） 

－

監査役 
(非常勤) 

  
リック 

ヨック・イン 
昭和25年６月11日生

昭和49年７月 General Electrric入社 

平成８年   同社最高財務責任者就任（現

任） 

平成15年１月 トムソンジャパン株式会社監査

役就任（現任） 

－

    計 －



(5）貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書等 

 当社の親会社に係る貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付して

おります。また、監査役の監査報告書も添付しております。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第22期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日）平成17年５月30日近畿財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 （第23期中）（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日）平成17年11月18日近畿財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成17年７月21日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（代表取締役会長兼社長からの資金提供）に基づく臨時報

告書であります。 

 平成18年１月17日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（親会社及び主要株主の異動）に基づく臨時報告書であり

ます。 

 平成18年１月26日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

 平成18年１月27日近畿財務局長に提出 

平成18年１月17日提出の臨時報告書（親会社及び主要株主の異動）に係る訂正報告書であります。 

 平成18年３月14日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成17年５月27日   

カノープス株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 鎌倉 寛保  印 

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 梶浦 和人  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカ

ノープス株式会社の平成16年３月１日から平成17年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

カノープス株式会社及び連結子会社の平成17年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年５月26日   

カノープス株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 木村 文彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 梶浦 和人  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカ

ノープス株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

カノープス株式会社及び連結子会社の平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成17年５月27日   

カノープス株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 鎌倉 寛保  印 

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 梶浦 和人  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカ

ノープス株式会社の平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第22期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カノ

ープス株式会社の平成17年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年５月26日   

カノープス株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 木村 文彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 梶浦 和人  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカ

ノープス株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第23期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カノ

ープス株式会社の平成18年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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